
平 成 ３ １ 年 ４ 月 ９ 日 

千葉県報第１３４１９号 別冊 

      （４分冊の２） 

 

 

 

 

 

平成３０年度 
 

 

千葉県包括外部監査の結果報告書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

千葉県包括外部監査人 

弁護士 石 川 英 夫 

  



 

  



 

- 69 - 

 

第３部 各論 

第１編 建設工事 

第１章 一般競争入札 

第１節 平成２９年度幕張メッセ施設整備機械設備工事（トイレリニュー

アル他） 

第１款 契約事務の内容 

第１ 契約の概要 

   １ 契約の種類 

本節の契約は、幕張メッセの国際展示場の施設整備に伴う機械設備工事の請負

契約（以下「幕張メッセ設備改修工事」という。）である。 

２ 契約の目的 

⑴ 幕張メッセは、千葉市美浜区中瀬に設置され、平成元年１０月から供用が開始

された日本を代表する複合コンベンション施設である。これを構成する施設は、

国際展示場１から８ホール、国際展示場９から１１ホール、国際会議場及び幕張

イベントホールの四つの施設からなり、敷地面積約２１万７１４４㎡、延床面積

１６万８７４２㎡、総展示面積７万５０９８㎡の複合コンベンション施設であり、

国内では東京国際展示場（東京ビッグサイト）に次ぐ２番目の規模を持つ施設で

ある。 

⑵ 幕張メッセを構成する四つの施設のうち、国際展示場１から８ホール、国際展

示場９から１１ホールを県が所有し、国際会議場及び幕張イベントホールは株式

会社幕張メッセが所有している。ただし、県は、同社の株式２５％を保有する筆

頭大株主である。 

⑶ 工事内容は、国際展示場４から８ホール及び９から１１ホールを施工対象とす

る①トイレリニューアル工事一式、②エレベータ増設に伴うスプリンクラー増設

工事、③エレベータ機械室改修工事、④空調機の分解整備等、⑤上水・中水ポン

プ、湧水ポンプ及び温水循環ポンプの更新等である。 

 ３ 契約の変更 

   契約の変更はない。 

 

第２ 契約方法 

１ 契約方法の種類 

  契約方法は、総合評価一般競争入札である。 
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２ 入札保証金 

  入札保証金は、免除されている。 

３ 入札参加資格 

  入札参加資格が定められている。 

  入札参加資格は、これを要約すれば、①千葉県建設工事等入札参加業者名簿（以

下「資格者名簿」という。）に管工事のＡ等級の格付がなされている者、②管工事

について建設業法に定める特定建設業の許可を受けている者で、県の指名停止措

置を参加資格確認申請提出期限から開札の時までの間に受けていない者、③平成

２９年度に公告した幕張メッセの施設整備工事を受注していない者、④県内に本

店又は建設業法に基づく許可を受けた営業所がある者、⑤一級管工事施工管理技

士又はこれと同等以上の資格及び監理技術者資格証を有する者を専任で配置でき

る者、⑥過去１５年間に、１棟の延べ面積が３万３０００㎡以上の鉄筋コンクリ

ート造等の建築物の衛生設備工事又は空調設備工事を元請（共同企業体の場合は

出資比率２０％以上）で施工した実績がある者、ただし、千葉県経常建設共同企

業体取扱要綱に基づき結成された経常建設共同企業体については、いずれかの構

成員に上記実績がある者。⑦本工事にかかる設計業務の受託者又は当該受託者と

資本若しくは人事面において関連がある者でないこととされている。 

４ 入札者の人数 

⑴ 入札者の数 

入札者は、３者であった。 

   ⑵ 入札参加資格者登録者数 

本節の工事の種類は、管工事であるが、本節の工事につき入札参加資格を認め

られているＡ等級登録者及びＢ等級登録者の登録者数は、以下のとおりである。 

ア 県外業者は、Ａ等級が２９９者、Ｂ等級が５８者、合計３５７者である。 

イ 県内業者は、Ａ等級が３４２者、Ｂ等級が２３９者、合計５８１者である。 

ウ 県外業者と県内業者のＡ等級及びＢ等級の総計数は、９３８者である。 

   ５ 相手方 

   ⑴ 総合評価方式で相手方が落札者として決定されている。入札額が最も少額であ

った者は、相手方であった。なお、相手方は、平成２８年度の幕張メッセのトイ

レ工事も受注している。 

⑵ 落札者は、管工事業を事業内容とする株式会社であり、本店所在地は、東京で

ある。そして、同社の資本金は、３５億円、売上高は２０００億円以上、従業員

は２０００人弱である。 

６ 下請負 

下請負は、一次下請け１０社、二次下請け７社、三次下請け３社、四次下請け
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１社となっている。相手方が直接施工する部分は、無い。 

 

第３ 契約金額 

１ 代金額 

本工事の請負代金額は、代金２億４０００万円及び消費税１９２０万円、合計

２億５９２０万円である。 

平成２９年度における幕張メッセの施設整備工事は、本工事を含めて９件発注

されており、その当初契約金額の総計は、３９億７７６４万円である。 

   ２ 予定価格 

  予定価格は、２億８４０４万円である。 

３ 落札率 

  落札率は、９１．２５％である。 

 

第４ 契約書 

  １ 契約書の書式 

⑴ 本節の契約書（以下「設備改修工事契約書」という。）の書式は、昭和２５年２

月２１日中央建設審議会決定の公共工事標準請負契約約款（以下「標準約款」と

いう。）に従って作成されている。契約の概要が箇条書きされ、発注者と受注者が

記名押印した設備改修工事請負契約書に、５９条もの条項が記載された約款と廃

棄物処理に関する別紙が２枚綴られて、表紙と裏表紙を付けて冊子とし、表紙と

裏表紙を貼り合わせた部分に割印が押されている。 

⑵ 工事の内容を記載した仕様書や設計図等の設計図書は、契約書とは別の書面に

なっている。約款の１条に、「発注者及び受注者は、この約款（契約祖を含む。以

下同じ。）に基づき、設計図書（別冊の図面、仕様書、現場説明書及び現場説明に

対する質問回答書をいう。以下同じ。）に従い、日本国の法令を遵守し、この契約

（この約款及び設計図書を内容とする工事の請負契約をいう。以下同じ）を履行

しなければならない。」と記載されているが、設計図書を特定することができる記

載はない。 

 ２ 契約書の記載内容 

⑴ 建物工事請負契約書には、工事名、工事場所、工期、請負代金額、契約保証金

及び解体工事に要する費用等が箇条書きされているが、発注者と受注者の債権債

務としての記載ではない。 

⑵ 約款には、５９条が定められている。建設工事であればどのような契約にも使

えるものとして作成され、その結果、条項が多くなっていると推測される。条文

には見出しが記載されているが、条項が多いため、必要な条項を探し出すことも
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容易ではないように思え、他方、通常は適用されない条項も多いのではないかと

思える。 

⑶ 工事の内容は、別冊の図面、仕様書等の設計図書に記載されている。 

 

第５ 履行の確保 

 １ 契約保証金  

   契約保証金は、２５９２万円である。 

２ 履行の確認 

   ⑴ 検査調書 

  工事検査調書には、日付、検査監の記名押印、「工事検査調書」との書類の題名

が記載され、次いで、「平成３０年８月９日設計図書に基づき検査の結果、下記の

とおり完成を認める。」と記載されている。そして、「記」以下には、工事発注年

土、事業名、工事番号及び工事名、受注者の住所及び社名支店名、当初設計金額、

契約年月日、着工年月日、完成期限、完成年月日、完成通知受付年月日、当初設

計金額、請負金額、既支払額、完成金額及び今回支払額（残額）が記載されてい

る。備考として、検査立会人として、県側が副主幹の記名、受注者側が現場代理

人と監理技術者の記名がある。 

⑵ 監督及び確認の方法 

 工事の監督及び確認の方法は、以下のとおりである。 

ア 工事監理業務日報 

工事の監督については、工事管理業務日報が作成され、定期的に工事打合せ

がなされている。そして、履行の確認は、項目別評定点の一覧表を用いて、満

点の１００点が項目毎に配点されていて、その採点がなされている。別紙とし

て、総合評価現場確認との書類名が記載された「施工上配慮すべき事項（品質

確保に係る施工方法・試験又は施工体制）に係る具体的提案が記載されている。

工事の確認後、相手方に対し、完成検査通知を行っている。完成検査通知には、

検査年月日、検査監の氏名、事業名等が記載されている。総合評価については、

「総合評価項目不履行による減点 なし」と記載されている。 

    イ 工事成績評定表 

工事成績評定表は、同年８月９日付けで作成されている。工事成績評定表に

は、評定項目として、施工体制、施工状況、出来形及び出来ばえ、工事特性、

創意工夫、社会特性等が定められ、そして各項目毎に細別が定められ、その細

別毎に評定点が４段階で配点されている。これらの配点された細目別の点数を、

監督員、主任監督員及び検査監（完成）の３名が分担して、４段階の配点のう

ちの一つの配点を選択し、その選択された配点とその合計点が記載されている。 
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  ウ 工事検査結果通知書 

      工事検査結果通知書は、受注者に対し、工事の完成を認めたことを通知する

書面であり、同年８月９日付けで受注者に対し送付されている。工事検査結果

通知書には、完成を確認した年月日、検査監(完成)の氏名、工事名、工事番号、

工事場所、請負金額、既支払額、今回支払額、評定点、総合評価項目不履行に

よる原点が記載されている。総合評価項目不履行による減点は「無し.」とそれ

ぞれ記載されている。 

       

第６ 契約事務の進行 

 本節の契約に係る事務の進行は、以下のとおりである。 

平成２９年 ６月１９日 設計書作成 

６月２６日 執行伺い(執行方法につき、「自治法２３４条１項の

規定により一般競争入札とする。」と記載され、入札

者氏名につき、「千葉県建設工事等入札参加資格委員

会の意見をきいて決定する。」と記載されていて、総

合評価一般競争入札という記載はない。) 

７月１３日 決裁 

７月１９日 入札参加資格委員会で、総合評価方式を選択し、入

札参加資格を設定（ただし、総合評価方式を選定し

た理由についての書類は作成されていない。） 

（総合評価項目から一部の項目を抜き出して評価項

目を作成。ただし、その評価項目作成過程の書類は

作成されていない。） 

７月２０日 総合評価技術審査会（１回目）－落札者決定基準の 

審査  

７月２４日 学識経験者からの意見聴取（１回目）-落札者決定

基準の設定に係る意見聴取  

７月２８日 入札公告 

８月１８日 入札参加資格確認申請の受付及び技術資料の受付  

８月２２日 上記受付最終日 

９月 １日 設計図書に対する質問受付 

９月 ６日 入札参加資格委員会（２回目）-資格確認 

９月 ７日 入札参加資格の確認結果通知 

         ９月 ７日 総合評価技術審査会（２回目）-技術評価等の審査 

９月 ８日 学識経験者からの意見聴取（２回目）-技術評価に 



 

- 74 - 

 

係る意見聴取 

               設計図書等に対する質問の回答 

平成２９年 ９月１９日 入札初日 

         ９月２０日 入札最終日 

         ９月２１日 開札・落札者決定 

         ９月２６日  契約締結 

         ９月２７日 着工 

１１月１７日 前払金請求書受理（月日は、請求書の日付） 

        １１月３０日 前払金支払 

   平成３０年 ３月２３日 出来形検査願い受理 

３月２８日 出来形検査 

４月１２日 部分払請求受理（月日は、請求書の日付） 

４月２５日 部分払支払 

７月３１日 工事完成通知受理 

８月 ９日 完成検査 

８月２８日 完成払金請求 

９月１４日 完成払金支払 

 

第２款 指摘 

第１ 契約書 

１ 契約書を作成する目的 

 請負契約は、諾成契約であり、契約書を作成しなくても、申込みと承諾が合致

して合意が成立すれば契約は成立するが、契約書を作成しない場合、合意が成立

しているか確認が不十分になり、また再確認することも困難であるため、債権者

が認識している債務の内容と債務者が認識している債務の内容に擦れが生じ、債

権者が認識している内容の債務が履行されず、紛争が起こるおそれがあり、そし

て、合意内容を確認することができる客観的資料がないため、起こった紛争を解

決することも困難となる。このような問題が生じないようにするために作成され

るものが契約書であり、契約書に債権債務の内容が具体的に記載されていれば、

合意内容をいつでも再確認することができるため、債務が合意のとおりに履行さ

れる蓋然性が高くなり、紛争が起こってもその解決が容易になる。 

２ 設備改修工事契約書の問題点 

⑴ 契約書に、５９条の条項が記載された約款が綴られているが、この約款に定め

た条項が本節の契約の内容となることは、「別添の条項によって」と記載されるに

止まり、「別添の条項」を特定する記載はなされていない。他方、約款の１条では、
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「この約款（契約書を含む。）」と記載されるに止まり、「契約書」を特定する記載

はなされていない。そして、工事の具体的内容を定める設計図書については、「設

計図書（別冊の図面、仕様書、現場説明書及び現場説明に対する質問回答書とい

う。以下同じ）」と記載されるに止まり、別冊の図面等を特定する記載はなされて

いない。 

⑵ よって、これを特定することができるようにするため、設計図書に記載されて

いる建設工事を契約の内容とする書式に改定すべきである。その例として、以下

の二つの方法が考えられる。 

ア それぞれ標題を記載し、契約書の条項に、それらの標題が記載された設計図書

の記載内容が契約の内容になることを、例えば、「甲は乙に対し、別紙「○○仕様

書」、「○○設計図」及び「○○説明書」に記載された建設工事を発注し、乙はこ

れを受注した。」等と簡潔に記載し、それらの設計図書を契約書の一体文書として

綴り、通しの頁番号を記載する方法。 

イ 設計図書に表紙を付けて、その表紙に、例えば「設備改修工事契約書の設計図

書の合意書」等と題名を記載し、その設計図書が設備改修工事契約書の設計図書

であることを確認した旨の記述をし、作成日付も記載して、当事者がそれぞれ記

名押印して設計図書も契約書として作成し、他方、設備改修工事契約書には、例

えば「甲は乙に対し、○年○月○日付けにて甲と乙が作成した「設備改修工事契

約書の設計図書の合意書」に記載された建設工事を発注し、乙はこれを受注した。」

等と記載する方法。 

 

第２ 総合評価方式 

１ 総合評価一般競争入札の選択手続 

 総合評価競争入札は、自治令１６７条の１０の２第１項又は第２項の要件に該

当する事由があると認めることができるときに、これを選択することができる。

それ故、総合評価競争入札を選択するときは、先ず、この自治令が定める要件の

具備につき検討する必要がある。ところが、総合評価方式の選択については、「予

定価格５千万円以上（税込み）の工事について、適用することを原則とする。」と

規定する総合評価ガイドラインを適用し、自治令の上記要件具備は、調査も検討

もしていない。このことは、県が、総合評価方式の選定を承認した会議として説

明した会議の名称が、「入札参加資格委員会県土整備部会会議」であること、その

会議について作成された書面の名称も、入札参加資格を確認する会議であること

を示す「入札参加資格委員会県土整備部会会議結果」となっていること、その会

議において配布された資料として添付されている書面は、その名称が「一般競争

入札参加資格要件等設定資料」であり、その書式は、工事を特定する事項を列記
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し、その工事につき入札参加資格を記載するものとなっていて、総合評価方式の

記載は、その工事を特定する事項の一つである方式の記載欄に記載されているに

過ぎず、総合評価一般競争入札を選定する理由の記載が何処にもないことから認

めることができる。 

２ 総合評価における落札者決定基準 

 総合評価項目は、総合評価方式における落札者を決定する理由の細目であり、

これを法令に沿って的確に定めなければ、総合評価方式を適正に運用したことに

はならない。そして、建設工事については、公共工事適正化法、施行令、公共工

事品質確保法、建設業法の適用があり、これらの法令は、一括下請負等の不正行

為の防止、下請負代金の適正化、労働者の賃金等の労働条件の改善を定めている

のであるから、これらに係る事項を総合評価方式による落札者決定基準となる細

目に定める必要がある。しかし、県が定める総合評価項目は、これらの法令の趣

旨と整合していない。その結果、公共工事に投じられた予算が、受注者から下請

負人、下請負人から建設労働者へ支払われ、それが消費に廻って景気を上昇させ

るという循環効果が弱くなっている可能性がある。 

３ 本節契約における総合評価による落札者の決定  

 本節の総合評価は、受注者３者から提出された施工計画の優劣を評価して、相

手方が落札者と決定されている。その際、評価の対象とされた事項は、施工計画

であった。施工計画書の内容は、幕張メッセで開催されるイベントのスケジュー

ルに対応した工程管理、施工時の安全対策、重量機器の搬出入時の損傷対策、品

質確保の施工方法というものであり、その記載内容も抽象的であり、総合的に優

れていることを判断できる記載とは認めがたいものであった。なお、工事打合せ

記録によれば、平成３０年６月１１日の夜間工事において、事前に県の担当者か

ら注意喚起を受けていたにも係わらず、誘導員を配置せず、当日にイベント主催

者から施設管理者を通して県に抗議が寄せられ、翌日に県の担当者と業者担当者

が施設管理者に謝罪に赴いたという不祥事が起こっている。県の説明によれば、

この不従事を起こした業者は、本節の契約の相手方ではないとのことであるが、

その業者も総合評価方式で選ばれた者であるため、総合評価方式によって落札者

とされた者が最も優れた者であるのか、強い疑いが生じた。そして、平成３１年

１月下旬になって開示された書類から、相手方は、平成２８年度においても、幕

張メッセのトイレ工事を受注していることが分かったが、同じ業者が３年度で２

回も同じ工事を受注していることについても疑問を抱いた。 

４ 総合評価の情報公表 

 施行令７条２項８号は、総合評価一般競争入札及び総合評価指名競争入札を行

った場合には、①これを行った理由、②落札者決定基準、③当該契約がその性質
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又は目的から競争入札の規定により難いとして、価格その他の条件が最も有利な

ものをもって申込みをした者を落札者とした場合のその者を落札者とした理由、

④落札者となるべき者の入札額によっては、当該契約の内容に適合した履行がな

されないおそれがあると認めて、又は、その者と契約を締結することが公正な取

引の秩序を乱すこととなるおそれがあって著しく不適当と認めて、価格その他の

条件が最も有利なものをもって申込みをした者を落札者とした場合のその者を落

札者とした理由を公表しなければならないと規定している。しかるに、県は、本

節の契約に限らず、総合評価方式を適用した契約につき、施行令が公表すべきと

定めている事項につき、何一つ公表していない。総合評価方式は、価格以外の事

由によって落札者を決定する方式であり、その落札者決定基準が不明確となり、

不正な力によって落札者が決定されるおそれがあることから、施行令は、これを

防ぐために、上記の事項を公表させ、県民による事実上の監視の対象として正し

い運用を確保しようとしている。それ故、県が、施行令が公表を求める事項を公

表してこなかったことは、総合評価競争入札につき、県が不正な力に対する抵抗

力が極めて弱い方式で、長年運用していることを意味する。 

   ５ 結論 

⑴ 総合評価方式を選択する場合は、自治令が定める適用要件の具備を調査し、検

討すべきである。これを妨げている総合評価ガイドラインの千葉県総合評価方式

の実施方針、即ち、「予定価格５０００万円以上（税込み）の工事について総合評

価方式を原則として適用する」との規定は、これを廃止すべきである。そして、

総合評価方式実施要領２条⑴から⑷も、自治令の趣旨に沿っているとは言い難い

ところがあるため、改正すべきである。 

   ⑵ 法令を遵守するため、総合評価項目を改定し、下請負に施工させることを常態

とする業者、下請負及び二次以下の下請負の請負代金額の適正化に努めない業者、

及び労働条件の向上及び労働環境の改善に努めない業者は、受注ができないよう

な評価項目を定めるべきである。 

   ⑶ 総合評価項目に不祥事が生じたときは、工事成績評定において、厳しく減点し、

債務不履行の有無を検討すべきである。 

⑷ 本節の工事は、総合評価方式が適用されていることから、公共工事適正化法８

条、施行令７条１項、２項が公表事項と定める事項を全て公表すべきである。 

 

第３ 下請負 

 １ 本節の契約の相手方は、自ら施工せず、請け負った建設工事の全てにつき、下

請負会社１０社と下請負契約を締結している。そして、その一次下請負には二次

下請負が７社あり、その二次下請負には３社の三次下請負があり、その三次下請
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負には１社の四次下請負がいる。 

 ２ 下請負については、一括下請負が禁止されている（建設業法２２条１項、公共

工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律１４条）。そして、本節の契約書

約款６条も、一括下請負を禁止している。一括下請負が禁止される理由は、これ

を認めると受注代金が正当な金額より高額になるおそれがあり、或いは、不当に

安い金額による下請負契約がなされる結果、工事の質が低下するとか、下請負の

従業員の労働条件が悪化するとか、更には下請負中小企業の体力が次第に低下し、

やがては倒産に至るおそれとか、建設業界内の取引や人間関係が不健全化するお

それがあるということにある。それ故、一括下請負でなければ良いということに

はならず、一括下請負に異ならない場合は当然として、そうでなくても、下請負

に発注する工事の内容や金額に照らし、上記の弊害が生ずるおそれがどの程度あ

るかを常時監視しなければならない。 

３ それ故、県としては、建設工事の契約締結に際しては、下請負の有無、下請負

がある場合は、下請契約書や施工体制台帳に基づき、下請負に発注する工事の具

体的内容を調査し、その工事が元請提出の見積書・内訳書のどの項目に該当し、

それに拠ればその金額は幾らになるかを算出し、その金額と実際の下請負代金と

の差額を確認し、その差額は上記弊害を生ずるおそれがどの程度あるかを判断し、

そのおそれがあると判断した場合は、契約の相手方をしてそれを是正させる必要

がある。そして、契約締結後は、施工計画を実際に作成した者は誰か、工程管理、

品質管理、安全管理等は、誰が実際に行っているのかを常時監視し、監督しなけ

ればならない。県は、「受注者が入札の際に提出する見積書・内訳書（以下「工事

費内訳書」という）は、談合防止の観点から入札金額をきちんと積算しているか

どうかを確認するために提出させているが、その内容は入札時点での見込みの内

容であり、それが契約後の実際の下請負契約を拘束する性質のものではない。こ

のため、下請負に発注される個々の工事が、発注者に提出した工事費内訳書のど

の部分に該当するか明確になっているかとか、実際の下請負契約額が工事費内訳

書の額とどれだけの差額があるかといったことを、一括下請負の評価の判断基準

とすることは適当ではない。」と説明するが、そうであるとすれば、工事費内訳

書を一括下請負、不当な下請負契約の調査に役立つ書式にすべきである。 

４ この点につき、県は、「千葉県建設工事適正化指導要綱（以下「指導要綱」とい

う。）」第４条に一括下請負禁止を定め、受注者に交付する「工事施工上の指示事

項」においても一括下請負の禁止を第一番に記載し、元請人に対して施工体制、

下請契約や技術者の配置状況などを確認する書類を提出させ、また、元請人が自

ら施工計画の作成、品質管理、安全管理、技術的指導、その他発注者との協議・

調整など、下請負工事の施工に実質的に関与しているかどうかの確認を随時行う
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とともに、中間検査、出来形検査、完成検査の各検査時には、千葉県建設工事検

査要綱に基づき、工程管理、品質管理、安全管理等が適切に行われているかどう

かを工事成績評定表によって確認・採点している。 

５ しかし、一括下請負か工事とその代金が廉価な不当な下請負契約かは、それが

工事の内容とその代金との等価関係に係わることであるが故に、一括下請負禁止

を指導要綱に定め、これを元請人に伝えて指導し、現場で施工管理の状況を見る

だけでは足りず、元請人の施工部分と下請負人の施工部分の双方につき、工事の

具体的内容とその見積りの内訳とを対照して行わねば把握できないことであると

考える。相手方に提出させた施工体制台帳及び施工体系図と、工事費内訳書とを

対照して、それぞれの施工の対価が実際は幾らになっているかを調査することが

必要であり、それらの書式をその調査が実質的に行える書式に改め、実際にその

調査を行えば、一括下請負契約又は不当な下請負契約を行う業者の入札を抑止す

る効果を持ち、有益である。 

６ よって、県は、建設業法及び公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する

法律に基づく契約事務を行うべく、次の措置をとるべきであると指摘する。 

 ⑴ 契約事務を規律する要綱及び契約事務の手引きとなる要領等に、下請負の受注

工事の具体的内容及びその工事は見積書･内訳書によれば代金は幾らかを調査す

る条項、その調査に基づいて、当該下請負が一括下請けの弊害を生ずるおそれの

程度を判断し、そのおそれがあると判断したときは、契約の相手方をしてそれを

是正させる条項、それに従わないときは請負契約を解除できるとする条項を定め

るべきである。 

 ⑵ 契約の相手方に提出させる施工体制台帳の書式及び見積書の内訳書の書式を改

定し、下請負が受注する工事の具体的内容及びその工事が見積書・内訳書のどの

項目に該当するかを判別できるように改め、下請負契約の請負代金額がその受注

する工事に見合うという意味で適正な金額になっているかを調査することができ

るようにすべきである。 

 

第３款 意見 

第１ 入札参加資格 

１ 一般競争入札において入札参加資格を定めることは、入札者を制限するという

ことである。そして、入札参加資格は入札公告によって事前に公表されるから、

その入札に係る工事の業者は、入札参加資格を見れば登録業者のうち入札するこ

とができる者とできない者とを区別することができる。それゆえ、入札参加資格

が入札者を制限する効果が大きければ大きいだけ、入札に参加できる者は減少し、

入札参加資格を持つ者の特定がより容易になる。これは、入札参加資格を持つ者
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が入札価格について事前に協議することを容易にする。即ち、入札参加資格が入

札者を制限する効果が大きければ大きいだけ、談合を容易にすることになる。そ

れゆえ、入札参加資格の制限が、これによって入札参加資格を持つ者の数が談合

を容易にする程の少数になることは相当ではない。 

２ 本契約の工事の種類である管工事についての入札参加資格登録者は、県外、県

内のＡ等級、Ｂ等級の総計９０５者であるのに、入札者は僅か３名であり、総合

評価一般競争入札であることを考慮しても、入札者が少な過ぎる。入札参加資格

が無関係とはいえないであろう。県としては、入札参加資格を定める場合、事前

に、登録業者の営業実体と入札参加資格とを照合させて入札参加資格を持つ業者

の数と入札者を推定すべきであり、事後には、入札しなかった業者が入札しなか

った理由を調査し、入札参加資格を定めたことがどのような効果を持ったかを調

査し、今後の入札参加資格を定める場合の参考資料とすべきである。 

３ 県が入札参加資格を定める目的は、落札することが県からみて望ましくない業

者を入札に参加させないことにある。そうである以上、入札参加資格を定める際

は、その入札参加資格を定めることが、落札することが望ましくない業者の入札

参加資格を失わせる効果をどの程度持つものであるかを検討する必要がある。そ

して、入札参加資格を定める目的が適正かつ相当であることが必要である。そう

でなければ、県民をして、利害関係者の意向を受けて入札参加資格を定めたので

はないかとの疑いを抱かせるおそれを生ずる。その目的が適正か相当かは、契約

者が適正な利潤を得ることができる価格であって、かつ入札者の中で最も低額で

入札できる者、下請けに丸投げしないことは当然として、下請け業者に不当に廉

価な代金で請け負わせたことがない者、仕様書や設計書に記載された工事を一定

以上の水準をもって完成させることができる人材と装備を持ち、かつ施工管理を

適切に行う資格を持つ者を工事現場に配置することができる者、例えば中小企業

者を育成するという政策的目的を実現にするに相応しい者達を入札者とする効果

を持つかどうかによる。県は、入札参加資格を定めるに際しては、その入札参加

資格がそのような適正かつ相当な目的を持つものかどうかを検討すべきである。 

 

第２ 履行の監督及び確認 

１ 日報の作成 

⑴ 工事の完成検査は、通常、破壊検査ができないことから、工事の過程の日常的

監督の積み重ねに基づいて行わねばならない。工事の日常的監督は、現場監督の

資格の確認及び配置状況、技術労働者達の配置状況、工事に用いる部材や工事に

使用する機材の検査、施工方法の確認、手直しの指示を適宜行う必要がある。本

節の工事については、機器材料搬入検査が書面にされ、配管試験結果報告書、工
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事検査調書及び出来形調書がそれぞれ作成され、定期的に打合せがなされてその

都度工事打合せ記録が作成され、そして、月毎にこれらの記録を整理した工事監

理業務日報が作成され、工事の完成の確認は、多角的視点から確認する工事成績

評定に基づいて行われていることから、適正に監督がなされ、かつ工事の完成が

確認されたと認めることができる。 

⑵ しかし、日常的監督は、工程を具体的に把握し、日々の進捗状況と施工方法を

確認することが肝要と考えられるところ、監督員が工事現場に臨場した状況につ

いては、これを確認することはできなかった。それ故、工事監督員は、日常的に

工事現場に臨場して施工を監督し、そして、これを日報として記録することが望

ましい。 

２ 専門的知識を持つ者への委託 

  自治令１６７条の１５第４項は、履行確保の監督又は検査につき、専門的知識

又は技能を必要とする等の理由で、職員が監督又は検査をすることが困難又は適

当ではないと認められるときは、職員以外の者に委託してその履行の監督又は検

査をさせることができることを規定している。 

そこで、本節の建設工事についても、履行確保の監督又は検査につき、専門的

知識又は技能を有する職員以外の者に委託することを検討することが望ましい。 

 

第２節 社会資本総合交付金工事（仮称土屋橋本線Ｐ６・ＢランプＰ３・

ＣランプＰ４橋脚） 

第１款 契約事務の内容 

第１ 契約の概要 

  １ 契約の種類 

本契約は、国道４６４号北千葉道路の土屋橋（仮称。成田市土屋所在。）の建

設工事に係る請負契約である。 

  ２ 契約の目的 

国道４６４号北千葉道路は、市川市から千葉ニュータウンを経て成田市を結ぶ

全長約４３キロメートルの道路である。本契約は、同道路の土屋橋（仮称。成田

市土屋所在。）の建設工事に係る契約であり、本線Ｐ６橋脚１基、ＢランプＰ３橋

脚１基及びＣランプＰ４橋脚１基の建設を目的とする。本契約は、履行期間が平

成２９年９月１５日から平成３１年２月１６日まで（契約締結後の設計変更によ

る変更後の工期）の２か年度にわたる複数年契約である。なお、本契約は、国の

社会資本整備総合交付金（平成２２年度に創設された国土交通省所管の地方公共

団体向け補助金）の交付対象とされており、契約代金は同交付金から支出される。 

  ３ 契約の変更 
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    契約の変更はない。 

 

第２ 契約方法 

１ 契約方法の種類 

  総合評価一般競争入札である。  

２ 入札保証金 

  財務規則１０７条１項２号により免除されている。 

３ 入札参加資格 

入札参加資格のうち主なものは、次のとおりである。 

⑴ 千葉県建設工事等入札参加業者資格者名簿（以下「資格者名簿」という。）に登

載されている者のうち、土木一式工事について建設業法に定める特定建設業の許

可を受けている者で、千葉県建設工事請負業者等指名停止措置要領に基づく指名

停止措置を、本工事の一般競争入札参加資格確認申請書提出期限日から本工事の

開札の時までの間、受けていない者。 

⑵ 「平成２８年度 社会資本総合交付金工事（仮称土屋橋本線Ｐ３橋脚）」または

「平成２９年度 社会資本総合交付金工事（仮称土屋橋本線Ａ１橋台）」を受注（落

札決定の翌日から当該工事の完成通知日までをいう。）していない者。 

⑶ 資格者名簿における、土木一式工事の格付けがＡ等級である者。 

⑷ 県内に本店がある者。 

⑸ 一級土木施工管理技士又はこれと同等以上の資格（建設業法１５条２号イに該

当する資格）を有する者で、監理技術者資格者証を有する技術者を本工事に専任

で配置できる者。 

⑹ 過去１５年間（入札公告の前年度までの１５か年度間に当該年度の入札公告の

日までを加えた期間（平成１４年４月１日から平成２９年７月２８日まで）に、

本工事と同種工事（鉄道近接工事で杭基礎工を含む橋梁下部工事）を元請（共同

企業体の構成員としての実績は、出資比率２０%以上の場合のものに限る。）とし

て施工した実績がある者。 

４ 入札者の人数 

２者が入札に参加している。なお、入札実施に当たり県が見込んでいた入札参

加者数は２０者以上であった。 

本節の公共工事の工種は土木一式工事であり、その資格者名簿に登載されてい

る者の人数はＡランクが３６４名、Ｂランクが６７２名、Ｃランクが４１３名、

Ｄランクが６４５名である。 

５ 相手方 

総合評価方式による入札（入札価格以外の評価項目を取り入れた入札方式）が
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実施され、その結果、最廉価格による入札ではなかったが、技術評価点の高かっ

た千葉市美浜区に本店を置く株式会社が契約の相手方に選定された。同社の資本

金は７０００万円であり、土木工事を中心とした総合建設業を事業内容としてい

る。 

６ 下請負 

相手方は、本工事のうち既製杭工、地盤改良工及び型枠コンクリート工につき、

下請業者を選任している。下請業者の総数は、３次下請まで含めると計１９者で

ある。なお、県は、千葉県建設工事適正化指導要綱が規定する「公共工事の入札

及び契約の適正化の促進に関する法律及び同法施行令に係る千葉県入札・契約事

務運用マニュアル」所定の施工体制等点検表に基づき、下請契約の内容等が適正

か否かを確認している。 

 

第３ 契約金額 

１ 代金額 

請負代金の総額（契約締結後の設計変更による変更後の代金）は４億１６７１

万２６００円（消費税込み）であり、うち平成２９年度の債務負担額（支出額）

は２億１３６０万円（消費税込み）である。 

２ 予定価格 

予定価格は、４億３５３６万９６００円（消費税込み）である。当該予定価格

は、県作成の土木請負工事費の積算基準に基づき、取引の実例価格、需給の状況

及び数量の多寡を考慮して定めている。 

３ 落札率 

落札率は、９１％である。  

 

  第４ 契約書 

   １ 契約書の書式 

     契約書本紙のほか、別紙として、全５９条の約款及び全２８条の特記仕様書が

添付されている。 

   ２ 契約書の記載内容 

契約書には、工事名、工事場所、工期、請負代金額、契約保証金及び解体工事

に要する費用等に関する定めがある。約款には、総則規定、受注者の義務に関す

る規定、下請負人に関する規定、工期に関する規定、請負代金に関する規定、損

害賠償に関する規定、解除に関する規定等が設けられている。特記仕様書には、

材料の種類や施工条件等について詳細が定められている。 
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  第５ 履行の確保 

   １ 契約保証金 

  契約保証金は、３９６３万６０００円である。 

   ２ 履行の監督及び確認 

⑴ 検査調書 

    相手方は、平成２９年９月１４日に本契約の工事に着工し、平成３０年７月 

１０日に県による中間検査が行われた。検査の結果、問題は認められなかったた

め、同月１２日、県による中間認定が行われている。本契約は複数年契約であり、

工事の完成は平成３０年度に予定されているため、平成２９年度末時点において

は契約の履行は完了しておらず、完成検査、引渡し及び残代金の支払等は行われ

ていない。 

   ⑵ 監督及び確認の方法 

   中間検査の工事検査調書には、別紙として工事成績評定表が添付されており、

考査項目として、施工体制（施工体制一般、配置業者）、施行状況（施工管理、工

程管理、安全対策、対外関係）、出来形及び出来ばえ（出来形、品質、出来ばえ）、

工事特性（施工条件等への対応）、創意工夫、社会性等（地域への貢献等）が挙げ

られている。県の監督員らは上記考査項目毎に評定を行い、評定点が算出され、

当該評定点に基づき、検査の合否が決定されている。 

 

第６ 契約事務の進行 

    平成２９年 ９月１４日 契約締結 

 ９月１５日 着工届を受理 

１０月１１日 前払金請求書（請求額９４９０万円）を受理 

１０月２４日 前払金を支払 

    平成３０年 ７月１０日 中間検査（設計図書に基づく検査） 

          ７月１２日 中間認定 工事認定通知書を発送し、工事検査調書

を作成 

         １１月１４日 中間検査 

         １１月１５日 中間認定 工事認定通知書を発送し、工事検査調書

を作成  

 

第２款 指摘 

  第１ 契約書 

１ 契約書に、５９条の条項が記載された約款が綴られているが、この約款に定め

た条項が本節の契約の内容となることは、「別添の条項によって」と記載されるに
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止まり、「別添の条項」が何かを特定する記載はなされていない。また、工事の具

体的内容を定める設計図書については、「設計図書（別冊の図面、仕様書、現場説

明書及び現場説明に対する質問回答書という。以下同じ）」と記載されるに止まり、

別冊の図面等の名称等で特定する記載も何らなされていない。 

２ そこで、建設工事請負契約書１ページ記載の「別添の条項」及び条項１条１項

の「設計図書」について、契約書の内容から一義的に特定できるよう契約書の書

式を改定すべきである。 

その例として、以下の二つの方法が考えられる。 

⑴ それぞれ標題を記載し、契約書の条項に、それらの標題が記載された設計図書

の記載内容が契約の内容になることを、例えば、「甲は乙に対し、別紙「○○仕様

書」、「○○設計図」及び「○○説明書」に記載された建設工事を発注し、乙はこ

れを受注した。」等と簡潔に記載し、それらの設計図書を契約書の一体文書として

綴り、通しの頁番号を記載する方法 

⑵ 設計図書に表紙を付けて、その表紙に、例えば「〇〇工事契約書の設計図書の

合意書」等と題名を記載し、その設計図書が当該工事契約書の設計図書であるこ

とを確認した旨の記述をし、作成日付も記載して、当事者がそれぞれ記名押印し

て設計図書も契約書として作成し、他方、当該工事契約書には、例えば「甲は乙

に対し、○年○月○日付けにて甲と乙が作成した「〇〇工事契約書の設計図書の

合意書」に記載された建設工事を発注し、乙はこれを受注した。」等と記載する方

法 

 

  第２ 総合評価 

総合評価一般競争入札は、法令上、自治令１６７条の１０の２第１項又は第２

項の要件に該当する事由があると認めることができるときに、これを選択するこ

とができるとされている。 

そのため、総合評価一般競争入札を選択するときは、先ず、この自治令が定め

る要件の具備につき検討する必要がある。 

しかしながら、本件総合評価方式の選択については、「予定価格５千万円以上（税

込み）の工事について、適用することを原則とする。」と規定する総合評価方式ガ

イドラインを適用して行われており、自治令の上記要件具備は、十分な調査、検

討をされているとは言い難く、執行伺い等の書面にも、どのような理由で自治令

の要件を充足するのかについて、何らの記載もなされていない。 

担当課は、一般競争入札において総合評価方式を適用するには、自治令が定め

る適用要件の具備を調査し、検討すべきである。また、検討内容及び結果を後日

確認できるようにするため、その手続につき書面を作成すべきである。 
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第３款 意見 

 第１ 入札参加資格 

    本契約の相手方を選定するに当たり、一般競争入札が実施されている。県は入

札参加者数を２０者以上と見込んでいたが、実際に入札に参加したのは２者であ

り、県の見込みを大きく下回った。この点、一般的にも、入札参加者が２者では、

一般競争入札の利点である競争原理が十分に機能しているとは言い難い。 

そこで、県は、本契約の入札参加資格要件（例えば、地域要件や施工実績等）

が妥当であったのかを検証し、今後類似の契約の一般競争入札を実施する際は、

必要に応じて入札参加資格を緩和するなどの措置をとることが望ましい。 

 

第３節 海岸基盤整備（復興）工事（目那川樋管ゲート製作据付工） 

第１款 契約事務の内容 

第１ 契約の概要 

１ 契約の種類 

  本節の契約は、旭市飯岡地区を流れる普通河川目那川の開口部からの津波遡上

を防止する施設として、樋管ゲートを製作・据付する工事の請負契約である。 

２ 契約の目的 

旭市飯岡地区では、東日本大震災の際、川を逆流した津波が市街地に流れ込み、

大きな浸水被害を被った。 

   そこで、旭市飯岡地区を流れる普通河川目那川の開口部からの津波遡上を防止

するため、樋管ゲートを製作・据付する工事を行うこととなった。 

３ 契約の変更 

⑴ 本件工事は、当初の契約では工期を平成２９年１１月１１日から平成３０年３

月２５日までとされていたが、その後、２度の工期の変更がなされている。 

⑵ １度目は、平成３０年３月２２日に建設工事請負変更契約書が締結され、工期

が平成３０年８月３１日までと変更されており、工期の変更理由については、「保

安林解除にあたり、農林水産省との協議調整に不測の日数を要しているため」と

されている。 

⑶ ２度目は、平成３０年８月２１日に建設工事請負変更契約書が締結され、工期

が平成３１年３月２５日と変更されており、工期の変更理由については、「樋管本

体工の遅れにより、現場着工ができなかったため」とされている。 

 

第２ 契約方法 

１ 契約方法の種類 

契約方式は、総合評価一般競争入札である。 
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２ 入札保証金 

入札保証金は、財務規則１０７条１項２号に基づき免除されている。 

３ 入札参加資格 

   入札に参加する者に必要な資格として定められたものは以下のとおりである。 

⑴ 千葉県建設工事等入札参加業者資格者名簿（以下「資格者名簿」という。）に登

載されている者のうち、鋼構造物工事について建設業法に定める特定建設業の許

可を受けている者で、千葉県建設工事請負業者等指名停止措置要領に基づく指名

停止措置を本工事の一般競争入札参加資格確認申請書提出期限日から本工事の開

札の時までの間、受けていない者。 

⑵ 資格者名簿における鋼構造物工事の格付がＡ等級である者。 

⑶ 一級土木施工管理技士又は、これと同等以上の資格（建設業法１５条２号イに

該当する資格）を有する者で監理技術者資格証を有する者を本工事に専任で配置

できる者。ただし、工場製作のみが行われている期間は専任を要しない。 

⑷ 過去１５年間に本工事と同種工事（樋門扉又は樋管扉の製作据付工事）を元請

（共同企業体の構成員としての実績は、出資比率２０％以上の場合のものに限る。）

で施工した実績のある者。ただし、千葉県経常建設共同企業体取扱要綱に基づき

結成された経常建設共同企業体にあっては、いずれかの構成員に当該実績がある

者。 

⑸ 本工事に係る設計業務の受託者又は、当該受託者と資本若しくは、人事面にお

いて関連がある者でないこと。 
４ 入札者の人数 

⑴ 入札者の人数は１者のみである。 

⑵ 本節の工事の工種は鋼構造物工事であり、その入札参加資格者名簿に登録され

ている者の人数は、Ａ等級が２４７者、Ｂ等級が８３者、Ｃ等級が１３５者であ

る。 

５ 相手方 

相手方は香川県に本社を有し、河川工事一式、各種転倒堰・昇降樋門その他鋼

構造物の設計、製作、販売、施工等を主な業とする株式会社である。 

   ６ 下請負 

下請けはない。 

 

第３ 契約金額 

１ 代金額 

代金額は１億７４９６万円（税込）である。 

２ 予定価格 



 

- 88 - 

 

予定価格は１億８３０１万６８００円（税込）である。 

３ 落札率  

落札率は９５．６０％である。 

 

第４ 契約書 

  １ 契約書の書式 

⑴ 本節の契約書（以下「建設工事請負契約書」という。）の書式は、昭和２５年２

月２１日中央建設審議会決定の公共工事標準請負契約約款（以下「標準約款」と

いう。）に従って作成されている。契約の概要が箇条書きされ、発注者と受注者が

記名押印した建設工事請負契約書に、５９条もの条項が記載された約款がつづら

れ、表紙と裏表紙を付けて冊子とし、表紙と裏表紙を貼り合わせた部分に割印が

押されている。 

⑵ 工事の内容を記載した仕様書や設計図等の設計図書は、契約書とは別の書面に

なっている。約款の１条に、「発注者及び受注者は、この約款（契約書を含む。以

下同じ。）に基づき、設計図書（別冊の図面、仕様書、現場説明書及び現場説明に

対する質問回答書をいう。以下同じ。）に従い、日本国の法令を遵守し、この契約

（この約款及び設計図書を内容とする工事の請負契約をいう。以下同じ）を履行

しなければならない。」と記載されているが、設計図書が何か、題名等で特定する

ことができる記載はない。 

   ２ 契約書の記載内容 

    約款には、５９条が定められている。建設工事であればどのような契約にも使

えるものとして作成されているが、本件契約では中間前払金の定めはないことか

ら、中間前払金を規定する３５条の一部が抹消されている。 

 

第５ 履行の確保 

 １ 契約保証金 

契約保証金は、１７４９万６０００円である。 

ただし、契約の相手方は、入札保証金の納付に代えて、契約書４条１項３号に

基づき、保証事業会社の保証書を県に差し入れている。 

 ２ 履行の確認及び監督 

⑴ 検査調書及び工事成績評定表 

本件工事は平成２９年１１月１１日に着工しているが、前述の２度にわたる工

期変更契約締結を経たことから、平成３１年３月２５日完成予定とされており、

監査終了までに工事は完成していない。 

   ⑵ 監督及び確認の方法 
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     工事の監督については、定期的に工事打合せを行うなどして進捗状況や問題点

の確認がなされるとともに、工事打合せ簿が作成されるなどして、適切に行われ

ている。 

 

第６ 契約事務の進行 

   平成２９年 ８月 ３日 本件工事について執行伺いを起案 

９月 １日 同決裁 

９月１５日 一般競争入札実施について執行伺いを起案・同決裁 

                 一般競争入札の公告を実施 

          １１月 ８日 開札期日において、相手方が落札 

                 契約締結に関する執行伺い起案 

１１月１０日 同決裁・建設工事請負契約書締結 

          １１月１３日 相手方より着工届が提出（着工日は１１月１１日）

され、受領 

          １２月１２日 前払金６９９８万円についての支出伝票を起票 

          １２月２２日 前払金６９９８万円を支払い 

     平成３０年 ３月１９日 工期変更（１度目）についての執行伺いを起案 

           ３月２２日 同決裁・建設工事請負変更契約書を締結 

           ８月１７日 工期変更（２度目）についての執行伺いを起案 

           ８月２１日 同決裁・建設工事請負変更契約書を締結 

  

第２款 指摘 

  第１ 契約書 

１ 契約書に、５９条の条項が記載された約款が綴られているが、この約款に定め

た条項が本節の契約の内容となることは、「別添の条項によって」と記載されるに

止まり、「別添の条項」が何かを特定する記載はなされていない。また、工事の具

体的内容を定める設計図書については、「設計図書（別冊の図面、仕様書、現場説

明書及び現場説明に対する質問回答書という。以下同じ）」と記載されるに止まり、

別冊の図面等の名称等で特定する記載も何らなされていない。 

２ そこで、建設工事請負契約書１ページ記載の「別添えの条項」及び条項１条１

項の「設計図書」について、契約書の内容から一義的に特定できるよう契約書の

書式を改定すべきである。 

その例として、以下の二つの方法が考えられる。 

⑴ それぞれ標題を記載し、契約書の条項に、それらの標題が記載された設計図書

の記載内容が契約の内容になることを、例えば、「甲は乙に対し、別紙「○○仕様
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書」、「○○設計図」及び「○○説明書」に記載された建設工事を発注し、乙はこ

れを受注した。」等と簡潔に記載し、それらの設計図書を契約書の一体文書として

綴り、通しの頁番号を記載する方法。 

⑵ 設計図書に表紙を付けて、その表紙に、例えば「海岸基盤整備（復興）工事（目

那川樋管ゲート製作据付工）工事契約書の設計図書の合意書」等と題名を記載し、

その設計図書が当該工事契約書の設計図書であることを確認した旨の記述をし、

作成日付も記載して、当事者がそれぞれ記名押印して設計図書も契約書として作

成し、他方、当該工事契約書には、例えば「甲は乙に対し、○年○月○日付けに

て甲と乙が作成した「海岸基盤整備（復興）工事（目那川樋管ゲート製作据付工）

工事契約書の設計図書の合意書」に記載された建設工事を発注し、乙はこれを受

注した。」等と記載する方法。 

 

   第２ 総合評価 

総合評価一般競争入札は、法令上、自治令１６７条の１０の２第１項又は第２

項の要件に該当する事由があると認めることができるときに、これを選択するこ

とができるとされている。 

そのため、総合評価競争入札を選択するときは、まず、この自治令が定める要

件の具備につき検討する必要がある。 

しかしながら、本件総合評価方式の選択については、「予定価格５千万円以上（税

込み）の工事について、適用することを原則とする。」と規定する総合評価方式ガ

イドラインを適用して行われており、自治令の上記要件具備は、十分な調査、検

討をされているとは言い難く、執行伺い等の書面にも、どのような理由で自治令

の要件を充足するのかについて、何らの記載もなされていない。 

担当課は、一般競争入札において総合評価方式を適用するには、自治令が定め

る適用要件の具備を調査し、検討すべきである。また、検討内容及び結果を後日

確認できるようにするため、その手続につき書面を作成すべきである。 

 

  第３款 意見 

第１ 入札参加者の人数 

    本件工事は、予定価格が１億８０００万円を超える工事であり、一般競争入札

の方式を採用し、２０社以上の入札数を見込んでいたが、最終的な入札者数は１

者にとどまっている。 

    本件は比較的大型の工事といえるが、入札者の人数が少なく、公平な競争が確

保されていないおそれがあるにもかかわらず、入札者が少なかった原因について

何らの調査がなされていない。担当課は、今後の発注業務の適正化の観点からも、
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入札者数が少なかった原因について、入札参加資格の妥当性の検証も含めた調査

等を行うことが望ましい。 

 

第２ 契約の変更－入札実施時期 

１ 本件工事においては、工期の変更がなされている。 

２ １度目の工期変更理由について担当課は、「千葉県農林水産部が管理する保安区

域内に、海岸保全施設である千葉県県土整備部管理の樋管を造るため、保安林解

除が必要となった。また、保安林の解除面積を決めるために、図面上での面積で

はなく、現況の実測面積が必要だったが、保安林境界が未確定の箇所があり、境

界の確定に時間を要した。」と説明している。 

３ 確かに、工事の実施に当たり、不測の事態が生じることはありうることである

が、本件において、施工の際に保安林の解除が必要だと判明したのは、入札実施

前の平成２９年２月であり、その時点から保安林解除に向けての協議がなされて

いたとのことである。 

４ とするならば、入札を実施した平成２９年８月の時点で、保安林解除に向けた

困難性は判明していたと考えられ、入札実施時期を遅らせるなどすれば、工期の

変更は避けられたように思える。 

５ 工期の変更は、受注業者にも人手の確保時期などの調整を強いる結果となるこ

とから、誰にとってもできる限り避けられた方がベターであり、担当課は、工期

の変更をできる限り避けるように入札実施時期の判断を行うことが望ましい。 

 

第４節 県単運動公園周辺地区整備工事（２号調整池排水設備） 

第１款 契約事務の内容 

第１ 契約の概要 

１ 契約の種類 

本件は、運動公園周辺地区の区画整理事業進捗に伴う雨水流出増に対処するた

め、調整池の排水設備を設置する工事請負契約である。 

２ 契約の目的 

流山市の総合運動公園を中心とする運動公園周辺地区では、大都市地域におけ

る宅地開発及び鉄道整備の一体的推進に関する特別措置法に基づき、つくばエク

スプレス（常磐新線）整備と合わせて施行されている一体型土地区画整理事業に

より良好な居住環境を形成し、維持する都市基盤整備が行われており、土地区画

整理事業は千葉県が実施している。 

   この運動公園周辺地区の区画整理事業の進捗に伴い、雨水流出が増加したこと

から、これに対処するための工事を行うことになったものである。 
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   ３ 契約の変更 

   ⑴ 工期の変更 

ア 本件工事においては、２度の工期の変更契約がなされている。 

イ 当初の契約では工期は平成２９年１０月３日から平成３０年３月２３日まで

とされていたが、平成３０年３月２３日に建設工事請負変更契約書が締結され、

工期が平成３０年８月３１日までと変更されている。 

   また、平成３０年８月３０日に建設工事請負変更契約書が締結され、工期は、

平成３０年１０月１９日までとされている。 

ウ なお、工期の変更理由については、いずれも「配置予定箇所の別途躯体築造

工事が遅れており、着手可能時期の再検討が必要となったため。」とされている。 

⑵ 契約金額の変更（増額） 

   本件工事の契約金額は、当初の契約では４９８９万６０００円（税込）とされ

ていたが、平成３０年８月３０日に建設工事請負変更契約書が締結され６１１６

万６８８０円（税込）に増額となっている。なお、増額理由については、「工事用

道路として別途工事で設置した敷鉄板を引継ぎ利用することとなったため、敷鉄

板賃料、撤去運搬費を新規計上する。また、施工に際し地下水位低下工を継続し

て行う必要があるため、ディープウェルの運転管理、機械損料を新規計上する。」

とされている。 

 

第２ 契約方法 

１ 契約方法の種類 

契約方式は、総合評価一般競争入札である。 

２ 入札保証金 

   入札保証金は、財務規則１０７条１項２号に基づき免除されている。 

３ 入札参加資格 

   入札に参加する者に必要な資格として定められたものは以下のとおりである。 

⑴ 入札参加者は、千葉県建設工事等入札参加業者資格者名簿に登載されている者

のうち、機械器具設置工事について建設業許可を受け、千葉県建設工事請負業者

等指名停止措置要綱に基づく指名停止措置を、本工事の一般競争入札参加資格確

認申請書提出期限日から当該工事の開札の時までの間、受けていない者。 

⑵ 資格者名簿における機械器具設置工事の格付けがＡ等級である者。 

⑶ 千葉県内に本店又は建設業法に基づく許可を得た営業所がある者。 

⑷ 機械器具設置工事における建設業法１５条２号のイ又はロに該当する資格を有

する者で、監理技術者資格者証を有する者を本工事に専任で配置できる者。ただ

し、機器等の工場製作のみの期間は、専任を要しない。 
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⑸ 過去１５年間（平成１４年４月１日から平成２９年８月４日まで）に、排水ポ

ンプの製作据付工事を元請として施工した実績のある者。ただし、千葉県経常建

設共同企業体取扱要綱に基づき結成された経常建設共同企業体（以下「経常ＪＶ」

という。）にあっては、いずれかの構成員に当該実績がある者。 

⑹ 当該工事に係る設計業務の受託者又は当該受託者と資本若しくは人事面におい

て関連がある者。 

４ 入札者の人数 

⑴ 入札者は２者であるが、内１者は予定価格を超える入札価格で入札したため失

格しており、残る１者が落札している。 

⑵ 本節の工事の工種は機械器具設置工事であるが、その入札参加資格者名簿に登

録されている者の人数はＡ等級が３０４者、Ｂ等級が９３者、Ｃ等級が６３者で

ある。 

５ 相手方 

契約の相手方は東京都内に本社を有し、ポンプ施設、上下水道水処理施設、農

村集落排水施設等の販売・計画・設計・施工・保守・管理等を主な業とする株式

会社である。 

   ６ 下請負 

     下請けは、一次下請けが２者、二次下請けが１者となっている。   

   

第３ 契約金額 

１ 代金額 

代金額は４９８９万６０００円（税込）である。 

但し、前述のように契約金額が変更となったことから、最終的には６１１６万

６８８０円（税込）となっている。 

   ２ 予定価格 

予定価格は５１５３万７６００円（税込）である。 

３ 落札率 

落札率は９７％であった。 

 

第４ 契約書 

 １ 契約書の書式 

⑴ 本節の契約書（以下「建設工事請負契約書」という。）の書式は、昭和２５年２

月２１日中央建設審議会決定の公共工事標準請負契約約款（以下「標準約款」と

いう。）に従って作成されている。契約の概要が箇条書きされ、発注者と受注者が

記名押印した建設工事請負契約書に、５９条もの条項が記載された約款がつづら
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れ、表紙と裏表紙を付けて冊子とし、表紙と裏表紙を貼り合わせた部分に割印が

押されている。 

⑵ 工事の内容を記載した仕様書や設計図等の設計図書は、契約書とは別の書面に

なっている。約款の１条に、「発注者及び受注者は、この約款（契約書を含む。以

下同じ。）に基づき、設計図書（別冊の図面、仕様書、現場説明書及び現場説明に

対する質問回答書をいう。以下同じ。）に従い、日本国の法令を遵守し、この契約

（この約款及び設計図書を内容とする工事の請負契約をいう。以下同じ）を履行

しなければならない。」と記載されているが、設計図書が何か、題名等で特定する

ことができる記載はない。 

   ２ 契約書の記載内容 

    約款には、５９条が定められている。建設工事であればどのような契約にも使

えるものとして作成されているが、本件契約では中間前払金及び債務負担行為に

係る契約の特則の定めはないことから、中間前払金を規定する３５条３項、４項

及び債務負担行為に係る契約の特則に関する４０条ないし４２条が抹消されてい

る。 

 

第５ 履行の確保 

１ 契約保証金 

契約の相手方が、契約書４条１項５号に基づいて履行保証保険契約を締結し、

保険証券を県に寄託したことから同４条２項により免除されている。 

２ 履行の監督及び確認 

⑴ 検査調書及び工事成績評定書 

本件工事は平成２９年１０月３日に着工し、前述のように二度の工期の変更を

経た後、平成３０年１０月９日に工事が完成し、同日付工事完成報告書が相手方

から県に提出されている。 

県はこれを受けて同月１１日に完成検査を実施し、工事成績評定表の項目に基

づいて検査を行った上で、同月１２日付け工事検査調書を作成している。 

⑵ 監督及び確認の方法 

工事の監督については、定期的に工事打合せがなされており、その結果につい

ての工事打合簿も毎回作成されている。 

履行の確認は、項目別評定点の一覧表や施工プロセスのチェックリストなどを

用いて、細かくチェックされている。 

     

第６ 契約事務の進行 

平成２９年 ７月２４日 一般競争入札実施について執行伺いを起案 
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平成２９年 ７月２５日 入札参加資格委員会（流山区画整理事務所部会）開

催。一般競争入札参加資格要件を設定 

７月２９日 一般競争入札実施についての執行伺い決裁 

８月 ４日 一般競争入札の公告を実施 

           ９月 ５日 入札参加資格委員会（流山区画整理事務所部会）開

催。入札参加資格の確認を求めてきた業者２者につ

いて、入札参加資格の確認を行う。 

           ９月２７日 開札期日において相手方が落札者に決定 

                 契約締結に関する執行伺い起案 

１０月 ２日 同決裁・建設工事請負契約書締結 

          １０月 ３日 相手方より、着工届が提出され受領 

     平成３０年 ３月２３日 工期変更についての執行伺いを起案 

                 同決裁・建設工事請負変更契約書を締結 

           ８月３０日 工期変更及び請負工事代金変更についての執行伺い

を起案・同決裁。建設工事請負変更契約書を締結 

          １０月 ９日 相手方より工事完成・工事完成通知書が提出され、

受領 

          １０月１１日 工事検査実施（１０月１２日付けで工事検査調書作

成） 

          １０月３１日 相手方からの請求書の提出を受け、支出伝票起票・

同決裁 

          １１月 ９日 請負代金支払 

  

第２款 指摘 

  第１ 契約書 

  １ 契約書に、５９条の条項が記載された約款が綴られているが、この約款に定め

た条項が本節の契約の内容となることは、「別添の条項によって」と記載される

に止まり、「別添の条項」が何かを特定する記載はなされていない。また、工事

の具体的内容を定める設計図書については、「設計図書（別冊の図面、仕様書、

現場説明書及び現場説明に対する質問回答書という。以下同じ）」と記載される

に止まり、別冊の図面等の名称等で特定する記載も何らなされていない。 

２ そこで、建設工事請負契約書１ページ記載の「別添えの条項」及び条項１条１

項の「設計図書」について、契約書の内容から一義的に特定できるよう契約書の

書式を改定すべきである。 

その例として、以下の二つの方法が考えられる。 



 

- 96 - 

 

⑴ それぞれ標題を記載し、契約書の条項に、それらの標題が記載された設計図書

の記載内容が契約の内容になることを、例えば、「甲は乙に対し、別紙「○○仕様

書」、「○○設計図」及び「○○説明書」に記載された建設工事を発注し、乙はこ

れを受注した。」等と簡潔に記載し、それらの設計図書を契約書の一体文書として

綴り、通しの頁番号を記載する方法 

⑵ 設計図書に表紙を付けて、その表紙に、例えば「県単運動公園周辺地区整備工

事（２号調整池排水設備）工事契約書の設計図書の合意書」等と題名を記載し、

その設計図書が当該工事契約書の設計図書であることを確認した旨の記述をし、

作成日付も記載して、当事者がそれぞれ記名押印して設計図書も契約書として作

成し、他方、当該工事契約書には、例えば「甲は乙に対し、○年○月○日付けに

て甲と乙が作成した「県単運動公園周辺地区整備工事（２号調整池排水設備）工

事契約書の設計図書の合意書」に記載された建設工事を発注し、乙はこれを受注

した。」等と記載する方法 

 

第２ 総合評価 

総合評価一般競争入札は、法令上、自治令１６７条の１０の２第１項又は第２

項の要件に該当する事由があると認めることができるときに、これを選択するこ

とができるとされている。 

そのため、総合評価競争入札を選択するときは、まず、この自治令が定める要

件の具備につき検討する必要がある。 

しかしながら、本件総合評価方式の選択については、「予定価格５千万円以上（税

込み）の工事について、適用することを原則とする。」と規定する総合評価方式

ガイドラインを適用して行われており、自治令の上記要件具備は、十分な調査、

検討をされているとは言い難く、執行伺い等の書面にも、どのような理由で自治

令の要件を充足するのかについて、何らの記載もなされていない。 

担当課は、一般競争入札において総合評価方式を適用するには、自治令が定め

る適用要件の具備を調査し、検討すべきである。また、検討内容及び結果を後日

確認できるようにするため、その手続につき書面を作成すべきである。 

 

第３款 意見 

第１ 入札参加者の人数 

    本件については、入札参加者数を２０者程度と見込んで総合評価方式（特別簡

易型）による競争入札を行ったものの、入札者数は予想を大きく下回り、わずか

２者にとどまっている。 

担当課は、入札参加者が低調であった原因について特段調査等を行っていない
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が、いうまでもなく、入札方式を採用するのは競争原理を働かせるためであり、

そのためには一定程度の入札者数を確保する必要がある。 

担当課は、入札者数が低調であった場合には、入札参加資格の妥当性の検証も

含め、その原因を調査するなどして入札者数の確保を図ることが望ましい。 

 

第５節 社会資本整備総合交付金工事（坂本・工事用進入路工） 

第１款 契約事務の内容 

第１ 契約の概要 

  １ 契約の種類 

本契約は、道路を建設するための大規模な補強盛土工や切土工を行うにあたり、

資材や建設機械を搬入する桟橋や工事用進入路を施工する請負契約である。 

２ 契約の目的 

市原天津小湊線・鴨川市天津地先については、急峻な地形のため屈曲部が多く、

線形も不良であり、また、道路幅員も狭小であることから、新たにループ橋等を

建設し、一部区間のバイパス工事を進めているところである。 

    工事内容は、桟橋の４８ｍ延長工事および工事用道路の１０１ｍ延長工事である。  

  ３ 契約の変更 

契約の変更はない。 

 

第２ 契約方法 

１ 契約方法の種類 

契約方式は、総合評価一般競争入札である。 

２ 入札保証金 

入札保証金は免除されている（財務規則１０７条１項２号）。 

３ 入札参加資格 

入札参加資格要件 

  ⑴ 千葉県建設工事等入札参加業者資格者名簿（以下、「資格者名簿」という）に登

載されている者のうち、とび・土工・コンクリート工事について建設業法に定め

る特定建設業の許可を受けている者で、千葉県建設工事請負業者等指名停止措置

要領に基づく停止措置を、本工事の一般競争入札参加資格確認申請書提出期限日

から本工事の開札の時までの間、受けていない者。 

   ⑵ 下記の工事を受注しているものは、参加することができない。 

    平成２８年度「社会資本整備総合交付金・県単道路改良（幹線）工事（坂本・

工事用道路工） 

⑶ 資格者名簿におけるとび・土工・コンクリート工事の格付がＡ等級である者。 
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⑷ 県内に本店のある者 

⑸ １級土木施工管理技士又はこれと同等以上の資格（建設業法１５第２号イに該

当する資格）を有する者で、監理技術者資格者証を有する者を本工事に専任で配

置できる者。 

⑹ 過去１５年間（平成１４年４月１日から平成２９年１０月２７日）に、本工事

と同種工事（既製杭工事（Ｈ形鋼杭を含む））を元請として施工した実績のある者。

ただし、千葉県経常建設共同企業体取扱要綱に基づき結成された経常建設共同企

業体（以下「経常ＪＶ」という）にあっては、いずれかの構成員に当該実績があ

る者。 

⑺ 経常ＪＶで参加した場合には、その構成員は参加することができない。 

⑻ 本工事にかかる設計業務等の受託者又は当該受託者と資本若しくは人事面にお

いて関連がある者でないこと。 

４ 入札者の人数 

入札者は２者である。うち予定価格を超過したものは１者である。 

本節の公共工事の工種は、とび・土木・コンクリート工事であり、その入札参

加資格者名簿に登録されている者の人数は、Ａランクが５２７名、Ｂランクが３

８８名、Ｃランクが５１８名である。 

５ 相手方 

落札者は、土木建築工事の請負等を業とする資本金２０００万円の千葉県内の

株式会社である。 

６ 下請負 

伐木・除根、足場工組立解体、支持杭設置の下請負がある。 

 

第３ 契約金額 

 １ 代金額 

契約価格は２億８７２８万円（税込）である。 

  ２ 予定価格 

予定価格は２億８８３４万９２００円（税込）である。 

   ３ 落札率 

落札率は９９．６３％である。 

 

第４ 契約書 

  １ 契約書の書式 

契約書は表題部及び５９条の約款からなる。 

   その他に、総括情報表・工事数量総括表・特記仕様書・施工条件の明示・図面
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各種（全５４葉 作成者 千葉県安房土木事務所）が合綴されている。 

２ 契約書の記載内容 

契約の内容は以下のとおりである。 

      工事場所：主要地方道市原天津小湊線 鴨川市天津 

      工期：平成２９年１２月１９日～平成３１年３月３日 

      契約保証金：２８７２万８０００円 

      解体工事に要する費用等： 

       建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律（平成１２年法律１０４号）

１３条１項に基づく解体工事の費用等の記載ついては、別添様式３のとおり

とする。        

  

第５ 履行の確保 

   １ 契約保証金 

契約保証金は２８７２万８０００円である。 

２ 履行の監督及び確認 

 ⑴ 検査調書及び工事成績評定表 

 検査調書及び工事成績評定表が作成されている。 

 ⑵ 監督及び確認の方法 

本件工事は平成２９年１２月１９日に着工し、平成３０年１月２３日に前払金

を支払い、同１１月１２日にさらに前払金を支払っている。 

工事完成通知が相手方から県に提出されると、県はこれを受けて完成検査を実

施し、検査結果を相手方に通知した上で、代金を支払う。 

 

 第６ 契約事務の進行 

平成２９年１１月２２日 入札参加資格委員会県土整備部会会議結果 

１１月３０日 千葉県建設工事総合評価委員の意見聴取 

１２月１３日 開札 

                １ 落札者 ２億６６００万円 

                ２ Ａ社  ２億６９００万円 →予定価格超過 

１２月１３日 契約の保証に関する指示 

１２月１８日 中間金前払と部分払の選択に関する届出 

１２月１８日 課税事業者届出 

１２月１８日 建設業退職金共済証紙購入状況報告 

１２月１８日 支出負担行為伝票 

                 支出負担行為額 １億円 （平成２９年）               
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１億８７２８万円 （平成３０年） 

平成２９年１２月１８日 建設工事請負契約 

１２月１８日 監督職員選任通知 

１２月１９日 主任技術者等選任通知 

１２月１９日 工程表提出 

１２月１９日 着工 

平成３０年１月１０日 支出伝票 前払金４４４４万円 

          ４月 １日 支出負担行為伝票  ５５５６万円 

          ４月 １日 監督職員選任変更通知 

         １０月３０日 前払金請求 ７０４６万円 

         １０月３０日 支払伝票 

 

第２款 指摘 

第１ 総合評価 

総合評価の指摘の内容は、第１節と同じである。すなわち、 

⑴ 総合評価方式を選択する場合は、自治令が定める適用要件の具備を調査し、検

討すべきである。これを妨げている総合評価ガイドラインの千葉県総合評価方式

の実施方針、即ち、「予定価格５０００万円以上（税込み）の工事について総合

評価方式を原則として適用する」との規定は、これを廃止すべきである。そして、

総合評価方式実施要領２条⑴から⑷も、自治令の趣旨に沿っているとは言い難い

ところがあるため、改正すべきである。 

  ⑵ 法令を遵守するため、総合評価項目を改定し、下請負に施工させることを常態

とし、あるいは二次、三次、四次の下請負に施工させる業者、労働条件が劣悪な

業者、眼に見えないところで手抜きをする業者、公正な競争に疑いが生ずる同一

業者の反復受注ができないような評価項目を定めるべきである。 

  ⑶ 総合評価項目に不祥事が生じたときは、工事成績評定において、厳しく減点し、

債務不履行の有無を検討すべきである。 

⑷ 本節の工事は、総合評価方式が適用されていることから、自治令７条１項、２

項が公表事項と定める事項を全て公表すべきである。 

 

第３款 意見 

第１ 入札参加資格 

一般競争入札であるが、入札者が２者しかおらず、多くの参加者から業者を選

定する一般競争入札の趣旨が実現されていない。入札参加資格などを再検討し、

入札者の増加及び入札の活性化ができないか検討するのが望ましい。 
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第６節 公共運動公園周辺地区整備工事（４６－１街区外粗造成） 

第１款 契約事務の内容 

第１ 契約の概要 

  １ 契約の種類 

本契約は、流山都市計画運動公園周辺地区の宅地造成工事（敷地造成工、除草・

伐採工、構造物撤去工及び仮設工等）に係る請負契約である。 

  ２ 契約の目的 

県は、平成１０年度から平成３４年度までを施行期間として、首都圏新都市鉄

道つくばエクスプレス・流山セントラルパーク駅を中心とした約２３２ヘクター

ルの地域を対象とする土地区画整理事業を実施している。本契約は、同区画整理

事業の一環として行われた宅地造成工事である。本契約は、国の社会資本整備総

合交付金（平成２２年度に創設された国土交通省所管の地方公共団体向け補助金）

の対象とされており、契約代金は同交付金から支出される。 

  ３ 契約の変更 

本契約の当初の工期は、平成２９年９月２日から平成３０年１月１９日までだ

ったが、後に述べるとおり、工期は計４回延長されている。 

 

第２ 契約方法 

   １ 契約方法の種類 

     事後審査型の一般競争入札である。 

   ２ 入札保証金 

  財務規則１０７条１項２号により免除されている。 

   ３ 入札参加資格 

本工事は、湧水が多い地域を対象としており、既存水路の切回しや冠水対策に

高度な技術が求められることから、同種工事の経験と高度な技術力を有する業者

を選定する目的で、以下の資格要件が定められている。 

⑴ 千葉県建設工事等入札参加業者資格者名簿（以下「資格者名簿」という。）に登

載されている者のうち、土木一式工事について建設業許可を受け、千葉県建設工

事請負業者等指名停止措置要領に基づく指名停止措置を、本工事の一般競争入札

参加資格確認申請書提出期限日から当該工事の開札の時までの間、受けていない

者。 

⑵ 公共運動公園周辺地区整備工事（５８街区外粗造成）を受注していない者。 

⑶ 資格者名簿における土木一式工事の格付けがＡ等級である者。 

⑷ 東葛飾土木事務所管内、及び柏土木事務所管内に本店がある者。 

⑸ １級土木施工管理技士又はこれと同等以上（建設業法１５条２号イに該当する
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資格）の資格を有する者を専任で配置できる者。 

⑹ 過去１５年間に本工事と同種工事（土地造成工）を元請けとして施工した実績

がある者。 

⑺ 当該工事に係る設計業務の受託者又は当該受託者と資本若しくは人事面におい

て関連がある者でないこと。 

   ４ 入札者の人数 

入札者の人数は、３者である。 

本節の公共工事の工種は土木一式工事であり、その資格者名簿に登載されてい

る者の人数はＡランクが３６４名、Ｂランクが６７２名、Ｃランクが４１３名、

Ｄランクが６４５名である。 

   ５ 相手方 

相手方は、松戸市に本店を置く資本金３０００万円の株式会社であり、廃棄物

収集運搬、各種清掃のほか、土木・管工事等を事業内容としている。 

   ６ 下請負 

相手方は、下請業者として、掘削・盛土工事につき１者、交通誘導業務につき

１者をそれぞれ選定している。なお、県は、相手方に対し、施工体制台帳及び施

工体系図の提出を義務付けている。 

 

第３ 契約金額 

   １ 代金額 

代金額は、３８１２万４０００円（消費税込み）である。 

   ２ 予定価格 

     予定価格は、４０１３万２８００円（消費税込み）である。当該予定価格は、

県作成の土木請負工事費の積算基準に基づき、取引の実例価格を算定して決定さ

れている。 

   ３ 落札率 

落札率は、９５％である。 

 

 第４ 契約書 

   １ 契約書の書式 

     契約書本紙のほか、別紙として、全５９条の約款及び全２３条の特記仕様書が

添付されている。 

   ２ 契約書の記載内容 

契約書には、工事名、工事場所、工期、請負代金額、契約保証金及び解体工事

に要する費用等に関する定めがある。約款には、総則規定、受注者の義務に関す
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る規定、下請負人に関する規定、工期に関する規定、請負代金に関する規定、損

害賠償に関する規定、解除に関する規定等が設けられている。特記仕様書には、

材料の種類や施工条件等について詳細が定められている。 

 

  第５ 履行の確保 

   １ 契約保証金 

契約保証金は、３８１万２４００円である。 

   ２ 履行の監督及び確認 

⑴ 検査調書 

     本工事は、工期が延長され、平成２９年度及び平成３０年度中には完成しなか

ったため、同年度中に検査は行われず、検査調書は作成されていない。 

   ⑵ 監督及び確認の方法 

     県は、相手方による着工後、適宜相手方との間で打合せを行い、打合せ簿を作

成している。また、県は、相手方から施工計画書の提出を受けるなどして、工事

内容を確認し、履行状況を監督している。 

 

第６ 契約事務の進行 

      平成２９年 ９月 １日 契約締結 前払金請求書（請求額１５２０万円）を

受理 

９月 ２日 着工届を受理 

９月１４日 前払金を支払 

平成３０年 １月１７日 １回目の工期変更（平成３０年１月１９日から同年

３月２３日まで延長） ４６－１街区の盛土工を行

うに当たり、西平井鰭ヶ崎地区区画整理事務所の地

区内で発生する土砂を受け入れていたが、天候不良

等により、上記事務所からの土砂搬出に遅れが生じ、

その影響により本工事の盛土工にも遅れが生じたこ

とを理由とする。 

３月２３日 ２回目の工期変更（平成３０年３月２３日から同年

６月２９日まで延長） 工区周辺の地権者との交渉

が進み、事業完了に向け、未整備箇所の整備を早期

に完了させるために、新たに工事を追加したことを

理由とする。 

６月２８日 ３回目の工期変更（平成３０年６月２９日から同年

９月２８日まで延長） 変更の理由は２回目の変更
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と同様。 

平成３０年 ９月２８日 ４回目の工期変更（平成３０年９月２８日から同年

１０月３１日まで延長）現場熱中症対策のため、作

業時間短縮及び関連工事との工程調整などにより、

実施工程の遅れが生じたことを理由とする。 

 

第２款 指摘 

    指摘はない。 

 

第３款 意見 

 第１ 入札参加資格 

    本契約の相手方を選定するに当たり、事後審査型の一般競争入札が実施されて

いる。県は入札参加者数を２０者以上と見込んでいたが、実際に入札に参加した

のは３者であり、県の見込みを大きく下回った。この点、一般的に、入札参加者

が３者では一般競争入札の利点である競争原理が十分に機能しているとは言い

難い。 

そこで、県は、本契約の入札参加資格要件（例えば、地域要件や施工実績等）

が妥当であったのかを検証し、今後類似の契約の一般競争入札を実施する際は、

必要に応じて入札参加資格を緩和するなどの措置をとることが望ましい。 

 

第２章 指名競争入札 

第７節 中庁舎第２電気室空調設備更新工事 

第１款 契約事務の内容 

第１ 契約の概要 

１ 契約の種類 

  本節の契約は、千葉県庁中庁舎内において劣化が認められる空調設備を新調す

るために空調設備機器を購入した上で、相手方が設置等する売買契約と請負契約

の混合契約である。 

  ２ 契約の目的 

県庁中庁舎内の経年劣化した空調設備機器を更新し、庁舎内の空調機能の維持

を図る目的でなされものである。対象となる施設は、千葉市中央区市場町１番１

号所在の千葉県庁中庁舎である。 

  ３ 契約の変更 
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    契約変更はない。 

 

第２ 契約方法 

１ 契約方法の種類 

契約方式は、指名競争入札である。県が、本節の契約方法として、指名競争入

札を選択した法的根拠は、自治令１６７条１号である。 

２ 契約方法の選択理由 

  千葉県では、年間の工事発注額や発注件数の実績から、入札、契約に要する受

注者、発注者双方の時間やコストの事務負担等を勘案し、５千万円以上の工事は

一般競争入札総合評価方式で発注しているところであるが、５千万円未満の比較

的規模の小さい工事については地域の建設業の発展などを図るため、指名業者選

定基準に基づき指名業者選定審査会で決定した指名業者による競争入札によって

いる。 

また、本節の契約における工事は確実な履行、品質の確保の必要があるが、比

較的低廉な工事においては、不信用、不誠実な業者が参加しやすいという性質上、

自治令１６７条１号の規定により指名競争入札とした。 

３ 入札保証金 

  財務規則１０７条１項２号により免除されている。 

４ 入札者の人数 

  ３者である。指名者数は９者であったが、内３者が辞退、３者が未入札であっ

たため、結果として３者の入札となっている。 

５ 相手方 

契約の相手方は、千葉市内に所在する有限会社である。 

  ６ 下請負 

下請負は、３者存在している。 

        

第３ 契約金額 

１ 代金額 

代金７７４万円、消費税６１万９２００円、合計８３５万９２００円（税込）

である。 

 ２ 予定価格 

税込み９２８万８０００円である。これは、県総務部管財課副主査が設計した

ものである。 

 ３ 落札率 

９０％である。 
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第４ 契約書 

   １ 契約書の書式 

「建設請負契約書」の名称で締結されている。 

建設請負契約書は、契約条項が記載された「契約書」に、５９条が記載される

約款（ただし、一部不要な箇所については削除されている）、封筒内に仕様書、設

計図などがともに綴られている。 

 ２ 契約書の記載内容 

契約書には、工事名、工事場所、工期、請負代金額が記載され、その詳細は、 

５９条が記載される約款に定められている。業務の内容については、同封された

仕様書に基づくものとされている。 

 

第５ 履行の確保 

 １ 契約保証金 

   契約保証金の免除の根拠は、財務規則９９条２項１号である。同号は、「契約の

相手方が保険会社との間に県を被保険者として履行保証契約を締結したとき」、契

約保証金を免除すると規定されている。 

   記録上、疎明資料として、公共工事履行保証証券が付されていた。 

 ２ 履行の監督及び確認 

⑴ 検査調書 

   相手方から、県に対して、平成３０年３月２３日、工事完成通知書が提出され、

県は、相手方に対して、３月２７日、工事検査結果通知書を交付している。工事

検査結果通知書には、検査年月日、検査監の氏名、事業名、工事名、工事箇所等

が記載されている。 

⑵ 監督及び確認の方法 

   業務完了時において、工事の完成を確認し、契約の概要が記載されている検査

結果通知書を交付している。 

また、工事成績評定表が平成３０年３月２７日付けで作成されている。工事成

績評定表には、評定項目として、施工体制、施工状況、出来形及び出来ばえ、工

事特性、創意工夫、社会特性等が定められ、そして項目ごとに細別が定められ、

その細別ごとに評定点が配点されている。これらの配点された細目別の点数を、

監督員、主任監督員及び検査監（完成）の３名が担当して、配点とその合計点が

記載されている。 

 

第６ 契約事務の進行 

   本節の契約に係る契約事務の進行は、以下のとおりである。 
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     平成２９年 ９月１４日 工事内訳書を作成 

                 設計者は千葉県総務部管財課副主査である。 

９月１５日 執行伺い 

９月２６日 決裁 

          １０月１９日 指名通知書送付 

          １１月 ８日 開札 

          １１月 ９日 中間金払と部分払の選択に係る届出書 

          １１月１４日 契約締結 

          １１月１５日 着手届 

     平成３０年 ３月２３日 工事完成通知書 

           ３月２３日 工事完成報告書 

           ３月２７日 工事検査実施通知書 

           ４月 ９日 請求書の受領 

  

第２款 指摘 

第１ 指名競争入札の選択 

 上述のとおり、本契約は、指名競争入札を経て締結されている。 

 県は、自治令１６７条１号をその根拠としている。 

しかしながら、自治令１６７条１号は、「工事又は製造の請負、物件の売買その

他の契約でその性質又は目的が一般競争入札に適しないもの」であるときに指名

競争入札に付することができるとされている。 

本件は、庁舎内の空調設備の工事であるが、指名競争入札として、入札者を限

定した理由は、５０００万円未満の比較的規模の小さい工事については地域の建

設業の発展などを図るため、指名業者選定基準に基づき指名業者選定審査会で決

定した指名業者による競争入札に付するという運用のためである。また、比較的

低廉な工事においては、不信用、不誠実な業者が参加しやすいという性質がある

こともその理由とされている。しかしながら、係る理由づけについては、いずれ

も、その文言上、自治令１６７条１号が想定しているものとは言い難いし、不誠

実な履行については、その契約保証金等で担保するというのが法の趣旨である。 

したがって、一般競争入札に付するか否かについても検討されることが望まし

い。 

  

第３款 意見 

第１ 入札保証金の免除 

   １ 提出を受けた資料上、入札保証金を免除とする根拠が不明であった。 
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すなわち、入札保証金を免除とできる場合は、「必要があるときは、一般競争入

札に参加する者に必要な資格として、あらかじめ、契約の種類及び金額に応じ、

工事、製造又は販売等の実績、従業員の数、資本の額その他の経営の規模及び状

況を要件とする資格を定めることができる。」とされる。 

しかしながら、これらの要件について検討された資料は不見当であった。その

ため、係る入札保証金の免除の根拠となる資料を徴求することが望ましい。 

２ 提出を受けた資料上、入札保証金の免除の根拠規定として、財務規則１０７条

１項２号があげられていた。 

しかしながら、同条は、一般競争入札の規定であり、本件は、指名競争入札で

ある。 

指名競争入札の規定である財務規則１１４条が１０７条を準用していることか

ら、結論としては同様の結果となることから、誤りとまではいえないが、一般競

争入札の規定をそのまま根拠規定として記載することは不正確である。準用条文

である、財務規則１１４条を明記し、「財務規則１１４条、１０７条１項」などと

記載すべきである。 

 

第８節 （仮称）旧ちばキャリアアップセンター大規模改修工事に係る家

屋事前調査業務委託 

第１款 契約事務の内容 

第１ 契約の概要 

１ 契約の種類 

本節の契約は、（仮称）旧ちばキャリアアップセンター大規模改修工事に係る家

屋事前調査の請負契約である。 

２ 契約の目的 

未使用施設となっていた、（仮称）旧ちばキャリアアップセンターを合同庁舎と

して再利用するための、間取りの変更や内外装の改修、エレベーター設置、設備

機器の更新等の大規模改修工事に伴い、施工場所に近接する家屋等に対して、工

事による地盤変動等の影響を与えたかどうかを正確に判断する資料とするため、

工事開始前に家屋等の状態の調査を行うものである。 

（仮称）旧ちばキャリアアップセンターの建物の概要は以下のとおりである。 

・建物の階数 ４階 

・床面積   ２４１３．３１㎡ 

・建築年月  昭和５６年６月（築３８年） 

３ 契約の変更 

調査対象家屋の変更（調査辞退）により、契約金額が変更されている。 
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第２ 契約方法 

１ 契約方法の種類 

契約方法は、指名競争入札である。 

２ 契約方法の選択理由 

自治令１６７条１号の「その性質又は目的が一般競争入札に適しないものをす

るとき」である。 

３ 入札保証金 

財務規則１０７条２項により免除されている。 

４ 入札者の人数 

６者である。 

入札参加資格は、「千葉県建設工事等入札参加業者資格者名簿」に登載されてい

ることである。 

①委託箇所である千葉市中央区内に本店が所在していること、②「千葉県建設

工事等入札参加業者資格者名簿」の工種区分「補償コンサルタント業務」で電子

登録していること、③「事業損失」を行うことの要件を満たす１７者のうち、直

近２年の年間平均実績高の上位６者を選定している。 

５ 相手方 

調査・建設コンサルタント業務等を営む株式会社である。 

６ 下請負 

なし。 

 

第３ 契約金額 

１ 代金額 

当初の契約額は、本体価格４３０万円（税込４６４万４０００円）である。契

約変更後は、本体価格４１９万５０００円（税込４５３万６００円）である。 

２ 予定価格 

４５３万円（税込４８９万２４００円）である。財務規則１１０条２項に基づ

き、物件調査等業務費積算基準によっている。 

３ 落札率 

９４．９％である。 

 

第４ 契約書 

１ 契約書の書式 

契約書本紙のほか、別紙として、業務委託仕様書が存在するが、両者が綴じら

れていなかった。 
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２ 契約書の記載内容 

契約書の条項は全２７条である。 

受託者の業務の具体的内容は、契約書別紙の業務委託仕様書に次のとおり定め

られている。 

   ⑴ 委託業務場所 

     千葉市中央区都町 

   ⑵ 調査対象家屋 

     千葉市中央区都町における戸建住宅等１１棟 

家屋権利者及び使用者の意向をふまえ、監督職員と協議の上、決定することと

し、必要に応じて契約変更を行うものとする。 

   ⑶ 標準仕様書 

「物件調査等業務標準仕様書」に基づいて、調査対象家屋の事前調査業務を行

うものとする。 

   ⑷ 成果物 

事前調査報告書２部及び原図、ＳＤカード（デジタルカメラ対応改ざん防止メ

ディア）、打合せ議事録１部 

契約締結日は平成２９年８月４日であり、履行期限は平成２９年１０月３０日

である。 

 

第５ 履行の確保 

１ 契約保証金 

財務規則９９条２項３号により免除されている。 

２ 履行の監督及び確認 

⑴ 検査調書 

業務の履行後、県は検査をし、検査調書を作成している。 

⑵ 監督及び確認の方法 

検査の具体的方法及び評価項目等は、「委託業務成績評定表」に記載されており、

専門的技術力、管理技術力、コミュニケーション力、取組姿勢、成果品の品質等

である。 

 

第６ 契約事務の進行 

本節の契約事務の進行は、以下のとおりである。 

平成２９年８月 ４日 本契約が締結され、契約書が取り交わされた。 

８月 ７日 相手方から「工程表」「着手届」が提出された。 

１０月２７日 調査対象家屋の変更（調査辞退）を理由に変更契約が
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締結され、業務委託料が１１万３４００円減額された。 

平成２９年１０月３０日 業務の履行が完了し、「業務完了報告書」が提出された。 

１１月 ７日 県は履行を確認した旨の委託業務検査調書を作成した。 

１１月１０日 相手方から「委託業務目的物引渡申出書」が提出され、

報告書一式が引き渡された。 

相手方から請求書が提出された。 

１１月２１日 支払がなされた（期限内）。 

 

第２款 指摘 

第１ 契約書 

業務委託契約書に業務委託仕様書が綴じ込まれていない。仕様書は契約の内容

を構成するものであるから、契約書と一体として綴じ込むべきである。 

 

第２ 契約保証金の免除 

県は、上述のとおり、財務規則９９条２項３号を根拠に本契約の契約保証金を

免除しているが、同号適用の理由について、受注者は過去２年間に千葉県と契約

実績（平成２７年度３６件、平成２８年度２３件）があり、これらをすべて誠実

に履行し、かつ、契約を履行しないこととなるおそれがないと認められたことか

らとするが、「契約を履行しないこととなるおそれがない」ことの具体的な検討が

なされているとはいえない。 

よって、県は、契約締結時における相手方の契約履行能力の有無についても具

体的に調査を行うべきである。そして、財務規則９９条２項３号の要件の具備に

つき、調査した結果を報告書にまとめ、資料を添付の上、記録に残すべきである。 

 

第３款 意見 

意見はない。 

 

第９節 県単都市河川管理工事（逆井浄化施設設備補修工） 

第１款 契約事務の内容 

第１ 契約の概要 

１ 契約の種類 

一級河川利根川水系大津川の柏市逆井地先にある河川浄化（リン除去）施設の

設備の機能向上のための補修工事の請負契約である。 

２ 契約の目的 

河川浄化施設内の砂ろ過器２号および３号のろ過砂・エアリフトポンプ・メッ
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シュプレート交換の作業である。 

 施工方法については、仮設段取り→器内水抜き→砂抜き作業→器内洗浄→エア

リフト交換・砂入れ作業→水入れ作業→運転確認の順で行われる。 

３ 契約の変更 

契約の変更はない。 

 

第２ 契約方法 

１ 契約方法の種類 

契約方式は、指名競争入札である。 

２ 契約方法の選択理由 

⑴ 根拠法令は自治令１６７条１号である。当該工事の目的が河川浄化（リン除去）

施設の設備補修であり、一般競争入札には適さないため「工事又は製造の請負、

物件の売買その他の契約でその性質又は目的が一般競争入札に適しないものをす

るとき」にあたることによる。 

⑵ 指名業者選定基準  

『千葉県建設工事指名業者選定基準』により基準の内容と理由は以下のとおり

である。 

指名業者の選定は、工事の種類及び発注金額に応じ、基準等級に格付けされた

者の中から行うものとなっていることから、Ｂ等級に格付けされた者とする。 

前項の規定により指名業者数の選定が困難であるときは、基準等級の直近上位

または直近下位の等級に格付けされた者を指名することができることから、Ａ等

級の業者を入れる。 

発注金額が指名しようとする者の当該工事の発注工種に係る年間平均完成工事

高を超える場合は、当該指名しようとする者を指名することはできないものとな

っている。 

指名業者の数は、発注金額が１０００万円未満は９者以上となっていることか

ら、９者とする。 

不誠実な行為の有無、当該工事に対する地理的条件、手持ち工事の状況、当該

工事施工についての技術的適正などの留意事項を勘案する。 

３ 入札保証金 

入札保証金は免除されている（財務規則１０７条１項２号）。 

４ 入札者の人数 

入札者は６者である。 

本節の公共工事の工種は、機械器具設置工事であり、その千葉県建設工事等入

札参加資格者名簿に登録されている者の人数は、Ａランクが３０４名、Ｂランク
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が９３名、Ｃランクが６３名である。 

５ 相手方 

落札者は、千葉市内に支店をもつ機械器具設置工事・水道施設工事等の請負を

業とする資本金１億８０００万円、従業員数１４０６人の株式会社である。 

６ 下請負 

産業廃棄物収集運搬・処理について下請負がなされている。 

 

第３ 契約金額 

 １ 代金額 

契約価格は８４２万４０００円（税込）である。 

   ２ 予定価格 

予定価格は８９６万４０００円（税込）である。 

   ３ 落札率 

落札率は９３．９８％である。 

 

第４ 契約書 

  １ 契約書の書式 

契約書は表題部及び５９条の約款からなる。 

  その他に、統括情報表・工事数量総括表・特記仕様書・施工条件の明示・図面

各種（４葉）が合綴されている。 

   ２ 契約書の記載内容 

契約の内容は以下のとおりである。 

     工事場所：一級河川利根川水系 大津川 柏市逆井 

     工期：平成２９年８月５日～平成２９年１２月２日 

     契約保証金：免除（財務規則９９条２項１号） 

     解体工事に要する費用等： 

      建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律（平成１２年法律１０４号）

１３条１項に基づく解体工事の費用等の記載については、別添様式３のとお

りとする。        

 

第５ 履行の確保 

   １ 契約保証金 

契約保証金は免除されている（財務規則９９条２項１号）。 

２ 履行の監督及び確認 

 ⑴ 検査調書及び工事成績評定表 
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検査調書及び工事成績評定表は作成されている。 

 ⑵ 監督及び確認の方法 

本件工事は平成２９年８月５日に着工し、同年１２月２日に工事完成通知が相

手方から県に提出されている。県はこれを受けて、同月１３日に完成検査を実施

し、同月１４日に相手方に検査結果を通知した上で、平成３０年１月２２日付け

で代金を支払っている。 

 

第６ 契約事務の進行 

平成２９年７月１１日 工事執行伺い 

７月１２日 指名業者選定審査会 

７月１４日 指名通知 

８月 １日 入札 

８月 ２日 開札 

８月 ２日 契約の保証に関する指示 

８月 ４日 中間前払金と部分払の選択に係る届出 

８月 ４日 課税事業者届出 

８月 ４日 支出負担行為 ８４２万４０００円 

８月 ４日 建設工事請負契約 

８月 ４日 監督職員選任通知 

８月 ５日 主任技術者等選任通知 

８月 ５日 着工 

９月 １日 建設業退職金共済証紙購入遅延報告 

９月２１日 建設業退職金共済証紙購入状況報告 

１２月 ２日 工事完成通知 

１２月 ５日 工事検査実施通知 

１２月１４日 工事検査調 

１２月１４日 工事検査結果通知 

１２月１４日 工事認定通知 

１２月１４日 工事目的物引渡申出 

１２月１４日 請求 

１２月２６日 支出伝票 

 

第２款 指摘 

指摘はない。 
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第３款 意見 

     意見はない。 

 

第１０節 海岸基盤整備（復興）工事（玉浦川樋管ゲート製作据付工） 

第１款 契約事務の内容 

第１ 契約の概要 

   １ 契約の種類 

   本節の契約は、旭市飯岡地区を流れる普通河川玉浦川の開口部からの津波遡上

を防止する施設として、樋管ゲートを製作・据付する工事の請負契約である。 

２ 契約の目的 

旭市飯岡地区では、東日本大震災の際、川を逆流した津波が市街地に流れ込み、

大きな浸水被害を被った。 

   そこで、旭市飯岡地区を流れる普通河川玉浦川の開口部からの津波遡上を防止

するため、樋管ゲートを製作・据付する工事を行うこととなった。 

３ 契約の変更 

   契約の変更はない 

 

第２ 契約方法 

１ 契約方法の種類 

指名競争入札である。 

   ２ 契約方法の選択理由 

     自治令１６７条１号に基づき指名競争入札としている。 

   ３ 入札保証金 

     財務規則１０７条１項に基づき、見積金額の１００分の５以上の金額と設定し

ている。 

   ４ 入札者の人数 

   ⑴ 入札者は４者である。 

本件は、指名業者選定審査会（千葉県海匝土木事務所部会）において１２者が

指名されたものの、内５者が辞退、３者が未入札であった結果、入札をしたのは

４者にとどまっている。 

   ⑵ 本節の工事の工種は鋼構造物工事であり、その入札参加資格者名簿に登録され

ている者の人数は、Ａ等級が２４７者、Ｂ等級が８３者、Ｃ等級が１３５者であ

る。 

   ５ 相手方 

相手方は、札幌市に本社を有する水門橋梁、鉄骨工事などを主な事業内容とす
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る株式会社である。 

   ６ 下請負 

     ゲート設備・据付工、二次コンクリート、クレーンによる揚重、電気工事など

に下請を使用している。 

 

第３ 契約金額 

   １ 代金額 

請負代金額は２８８３万６０００円（税込）である。 

   ２ 予定価格 

予定価格は３２０５万４４００円（税込）である。 

３ 落札率 

落札率は８９．９６％である。 

 

第４ 契約書 

  １ 契約書の書式 

⑴ 本節の契約書（以下「建設工事請負契約書」という。）の書式は、昭和２５年２

月２１日中央建設審議会決定の公共工事標準請負契約約款（以下「標準約款」と

いう。）に従って作成されている。契約の概要が箇条書きされ、発注者と受注者が

記名押印した建設工事請負契約書に、５９条もの条項が記載された約款がつづら

れ、表紙と裏表紙を付けて冊子とし、表紙と裏表紙を貼り合わせた部分に割印が

押されている。 

⑵ 工事の内容を記載した仕様書や設計図等の設計図書は、契約書とは別の書面に

なっている。約款の１条に、「発注者及び受注者は、この約款（契約書を含む。

以下同じ。）に基づき、設計図書（別冊の図面、仕様書、現場説明書及び現場説

明に対する質問回答書をいう。以下同じ。）に従い、日本国の法令を遵守し、こ

の契約（この約款及び設計図書を内容とする工事の請負契約をいう。以下同じ）

を履行しなければならない。」と記載されているが、設計図書が何か、題名等で

特定することができる記載はない。 

   ２ 契約書の記載内容 

    約款には、５９条が定められている。建設工事であればどのような契約にも使

えるものとして作成されているが、本件契約では部分払の定めはないことから、

部分払を規定する３８条が抹消されている。 

 

第５ 履行の確保 

 １ 契約保証金 
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契約保証金は、２８８万３６００円である。ただし、契約の相手方は、契約保

証金の納付に代えて、契約書４条１項３号に基づき、金融機関の保証書を県に差

し入れている。 

   ２ 履行の監督及び確認 

⑴ 検査調書及び工事成績評定表 

    本件工事は平成３０年３月２３日に完成し、同日付け工事完成報告書が相手方

から県に提出されている。県はこれを受けて同月２７日に完成検査を実施し、工

事成績評定表の項目に基づいて検査を行った上で、同日付け工事検査調書を作成

している。 

 ⑵ 監督及び確認の方法 

     工事の監督については、工事管理業務日報が作成され、定期的に工事打合せが

なされるなどして適切に行われている。 

履行の確認は、項目別評定点の一覧表や施工プロセスのチェックリストなどを

用いて、細かくチェックされている。 

 

第６ 契約事務の進行 

   平成２９年 ７月２４日 指名競争入札実施について執行伺いを起案・同決裁 

７月２５日 指名業者選定審査会（千葉県海匝土木事務所部会）

開催 

           ７月２６日 選定した１２者に対して指名通知書を発信 

           ８月１８日 開札期日において４者による入札の結果、相手方が 

落札 

                 契約締結に関する執行伺い起案 

８月２２日 同決裁・建設工事請負契約書締結 

           ８月２３日 相手方より、着工届が提出され受領 

     平成３０年 ３月２３日 相手方より工事完成・工事完成報告書が提出され受   

                 領 

           ３月２７日 工事検査実施（工事検査調書作成） 

           ３月２９日 相手方から請求書が提出され、受領 

                 支出伝票起票・同決裁 

           ４月 ９日 請負代金支払い 

  

 第２款 指摘 

  第１ 契約書 

１ 契約書に、５９条の条項が記載された約款が綴られているが、この約款に定め
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た条項が本節の契約の内容となることは、「別添の条項によって」と記載されるに

止まり、「別添の条項」が何かを特定する記載はなされていない。また、工事の具

体的内容を定める設計図書については、「設計図書（別冊の図面、仕様書、現場説

明書及び現場説明に対する質問回答書という。以下同じ）」と記載されるに止まり、

別冊の図面等の名称等で特定する記載も何らなされていない。 

２ そこで、建設工事請負契約書１ページ記載の「別添えの条項」及び条項１条１

項の「設計図書」について、契約書の内容から一義的に特定できるよう契約書の

書式を改定すべきである。 

その例として、以下の二つの方法が考えられる。 

⑴ それぞれ標題を記載し、契約書の条項に、それらの標題が記載された設計図書

の記載内容が契約の内容になることを、例えば、「甲は乙に対し、別紙「○○仕様

書」、「○○設計図」及び「○○説明書」に記載された建設工事を発注し、乙はこ

れを受注した。」等と簡潔に記載し、それらの設計図書を契約書の一体文書として

綴り、通しの頁番号を記載する方法。 

⑵ 設計図書に表紙を付けて、その表紙に、例えば「海岸基盤整備（復興）工事（玉

浦川樋管ゲート製作据付工）工事契約書の設計図書の合意書」等と題名を記載し、

その設計図書が当該工事契約書の設計図書であることを確認した旨の記述をし、

作成日付も記載して、当事者がそれぞれ記名押印して設計図書も契約書として作

成し、他方、当該工事契約書には、例えば「甲は乙に対し、○年○月○日付けに

て甲と乙が作成した「海岸基盤整備（復興）工事（玉浦川樋管ゲート製作据付工）

工事契約書の設計図書の合意書」に記載された建設工事を発注し、乙はこれを受

注した。」等と記載する方法。 

 

 第３款 意見 

第１ 入札者数の確保 

  本件工事においては、指名競争入札の方式が採用されており、指名業者選定審

査会（千葉県海匝土木事務所部会）において、１２者が指名されている。 

  しかしながら、その内５者が辞退届を提出し、３者が未入札であった結果、入

札者は４者にとどまっている。なお、担当課は、入札者数が低調であった理由に

ついて調査を行っていないが、入札辞退を行った業者の内、１者が辞退理由を辞

退届に記載しており、それによると「受注した場合に技術者を確保できない」と

されている。 

  いうまでもなく、入札方式を採用するのは競争原理を働かせるためであり、そ

のためには一定程度の入札者数を確保する必要がある。 

  担当課は、入札者数が低調であった場合には、その原因を調査するなどして入
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札者数の確保を図ることが望ましい。 

 

第１１節 県単金田西地区上水道配水管布設工事 

第１款 契約事務の内容 

第１ 契約の概要 

 １ 契約の種類 

   配水管布設工事を行うという請負契約である。 

２ 契約の目的 

  県は、千葉県木更津市金田西地区において、平成１０年１０月に土地区画整理

事業に着手しまちづくりを進めているところ、その一環として配水管布設工事を

行うため相手方と請負契約を締結したという事案である。 

 ３ 契約の変更 

     契約後に、対象外の地権者との協議が整ったことから、今回の工事で施行する 

ため、平成２９年１２月７日建築工事請負変更契約を締結した。 

また、地権者との協議で別途工事である宅地造成工事を年度内に完成させる必 

要が発生したことから、当初予定していなかった水道管切り回し工事を追加する 

ことになり、平成３０年２月２０日再度変更契約を締結した。 

 

第２ 契約方法 

 １ 契約方法の種類 

契約方法は指名競争入札である。 

 ２ 契約方法の選択理由 

   土地区画整理事業における配水管布設工事で土地区画整理事業の換地計画及び

関係地権者への影響等により、緊急に完了する必要があるので、一般競争入札に

付す期間の確保が困難のため、自治令１６７条１号に基づき、一般競争入札に適

さないことから、指名競争入札を選択したとのことである。 

３ 入札保証金 

  自治令１６７条の１３第１項及び財務規則１０７条１項２号により免除されて 

いる。 

 ４ 入札者の人数 

   本節の公共工事の工種は、管工事であり、その入札参加資格者名簿に登録され

ている者の人数は、Ａ等級が６４１者、Ｂ等級が２９７者、Ｃ等級が３６４者で

ある。入札者は１１者である。 

５ 相手方 

相手方の本店所在地は千葉県木更津市、事業目的は土木工事、管工事、塗装工
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事、水道設備工事の請負である。 

 ６ 下請負 

   なし。 

 

第３ 契約金額 

  １ 代金額 

    本体価格２４３７万７０００円（税込２６３２万７１６０円）であったが、変

更されて本体価格２６２７万７０００円（税込２８３７万９１６０円）に、再度

変更されて本体価格２８１５万８０００円（税込３０４１万６４０円）となった。 

２ 予定価格 

    本体価格２５６６万円（税込２７７１万２８００円）である。設計積算システ

ムを用いて算定している。 

３ 落札率 

  ９５％である。 

 

第４ 契約書 

   １ 契約の書式 

     契約書、約款、設計図書、特記仕様書、図面を一体化し綴じている。最初と最

後の頁に割印している。 

   ２ 契約書の記載内容  

     契約書に添付されている約款は、千葉県の建設・不動産業課で作成している建

設工事請負契約約款である。上記約款は公共工事標準請負約款に準拠するもので

ある。下請負人の選定等を千葉県内に本店を有する者の中から選定する旨の努力

義務など、公共工事標準請負約款には規定されていない県独自の条項がある。 

 

  第５ 履行の監督及び確認 

  １ 契約保証金 

契約保証金は、２６３万２７１６円である。 

２ 履行の監督及び確認 

⑴ 検査調書 

    作成されている。工事成績評定表が添付されており、項目に従って判断されて

いる。 

  ⑵ 監督及び確認の方法 

    工事履行報告者や現場立会いにて行っている。 
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第６ 契約事務の進行 

 １ 契約締結に至る事務の進行は以下のとおりである。  

平成２９年５月２９日 予定価格の積算 

          ５月３０日 執行伺い 

          ５月３０日 予定価格の決定 

          ６月 １日 指名通知 

６月２０日 工事内訳書の確認 

          ６月２１日 開札 落札者決定 

６月２６日 契約保証の確認 契約書作成 

６月２６日 契約締結 

          ６月２６日 ２６３２万７１６０円の支出負担行為伝票作成 

６月２７日 着工届受理 

         ７月 ３日 １０５３万円の支出伝票起票 

７月１２日 １０５３万円の前払金の支払 

１０月１８日 中間前払い金請求書が提出 

１０月１９日 ５２６万円の支出伝票起票 

         １０月３１日 ５２６万円の中間前払金の支払 

１２月 ４日 建設工事請負契約約款２０条に基づく変更及びそれ 

に伴う工期、請負代金の変更に関する協議 

１２月 ７日 県土整備部木更津区画整理事務所管理移転課の担当者 

が、建設工事請負契約約款２４条第１及び第２５ 

条１項に規定する協議が整ったとして決裁書類を作成 

１２月 ７日 施行 

１２月 ７日 建築工事請負変更契約書締結 

１２月 ７日 ２０５万２０００円の支出負担行為増額伝票起票 

平成３０年２月１３日 建設工事請負契約約款２０条に基づく変更及びそれ 

に伴う工期、請負代金の変更に関する協議 

２月２０日 県土整備部木更津区画整理事務所管理移転課の担当者 

が、建設工事請負契約約款２５条１項に規定する協 

議が整ったとして決裁書類を作成 

２月２０日 施行 

２月２０日 建設工事請負変更契約締結 

２月２０日 ２０３万１４８０円の支出負担行為増額伝票 

２月２８日 工事完成届の受理 

３月 ５日 工事の出来高検査 
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 平成３０年３月１５日 １４６２万６４０円の支払伝票作成 

４月 ９日 １４６２万６４０円残代金の支払 

 

第２款 指摘 

第１ 指名競争入札の選択 

１ 本件において、指名競争入札となった理由は、本件工事が土地区画整理事業の

一環であるためとのことである。土地区画整理事業の場合、造成工事等を施工の

上、土地所有者に「換地」として引き渡すところ、土地所有者には、引き渡しま

での間、家屋の移転、一時的な借家暮らし、仮設駐車場の利用等、生活に支障を

来すため短時間で引き渡す必要があるとのことである。 

そして、工事内容として①電柱等の支障物の移転及び移転後の粗造成②下水道

の敷設工事③上水道及びガス管の敷設工事④道路築造及び舗装工事並びに宅地の

造成工事をするところ、前段の工事で不測の事態が生じた場合、一般競争入札で

早期に発注をして契約をしても、工事着工ができないおそれがあるため、指名競

争入札としているとのことであった。 

また、土地区画整理事業は、事業費捻出の為に早期に保留地を整備し売却を進

める必要があるとのことである。 

２ 不測の事態とはいかなることを想定しているのかにもよるが、通常起こりえな

いことを前提としている以上、一般競争入札で契約しても、通常は問題なく工事

に着工できるはずである。契約方法を選択する段階で、確率的に低い不測の事態

まで考慮に入れる必要性は乏しい。 

  また土地所有者の生活への支障というが、実際に支障が生じるのは、工事に着

工してからであり、一般競争入札か指名競争入札で、工事期間に違いはないはず

である。 

３ 本件につき、指名競争入札以外の契約方法を検討したことはないとのことであ

った。 

また担当する県土整備部木更津区画整理事務所では、県内あるいは他の地方自

治体で同様の事例において指名競争入札を採用しているのかを把握しておらず、

調査したことはないとのことである。 

よって本節の契約は一般競争入札にすべきであったと思われる。今後は自治令

１６７条１号の要件、即ち、当該契約の「性質又は目的が一般競争入札に適しな

いものをするとき。」につき、具体的かつ実質的に検討し、的確に判断すべきであ

り、疑問が残るときは一般競争入札とすべきである。 

 

 



 

- 123 - 

 

 第３款 意見 

第１ 指名業者の選定方法 

   １ 本件では、指名業者選定の留意事項として、当該工事に対する地理的条件の項

目につき、本店所在地が君津土木事務所管轄内と定められている。 

上記を設けた理由は、当初工事の規模及び施工場所に精通していることからと

の説明があったが、後に建設業の健全な発展や担い手育成、地域経済の活性化の

行政目的から君津土木事務所管内の業者から選定をすることを基本としていると

の説明に変わった。 

先の目的であれば本店が君津土木事務所管内である必要性は乏しいが、後述の

目的であるならば、一定の合理性が認められる。ただし、地元優先は行き過ぎる

とひいては癒着の温床となるので、注意するのが望ましい。 

２ また本件工事は、水道本管及び各宅への供給管の敷設工事であり水道事業者は

木更津市であったことからすると、木更津市が、水道法１６条の２第１項に基づ

きその給水区域において、給水措置工事を適切に施工することができると認めた

る者の指定をすることができたことを考慮する必要があったものといえる。よっ

て、木更津市指定給水装置工事事業者であることを指名業者選定に当たっての留

意事項とするのが望ましい。 

 

第１２節 県単河川総合開発工事（貯水池内堆積土砂掘削） 

第１款 契約事務の内容 

第１ 契約の概要 

１ 契約の種類 

本節の契約は、県単河川総合開発工事（貯水池内堆積土砂掘削）の請負契約で

ある。 

２ 契約の目的 

二級河川養老川水系養老川から流入した貯水池（高滝湖）内の堆積土砂の除去

をするものである。 

３ 契約の変更 

掘削のための仮設道路の設置延長が増えたこと、また、掘削土の仮置場におい

て大型土のう設置を行ったことにより、工事請負額が掘削量の減量による減額を

増工による増額が上回ったため、代金額を変更している。 

 

第２ 契約方法 

１ 契約方法の種類 

指名競争入札である。 
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２ 契約方法の選択理由 

当該工事の性質上、非出水期（１１月１日～５月３１日）の施工となるため、

工期が限定されてしまうことから、一般競争入札には適さないため、かかる契約

方式が採用された（自治令１６７条１号）。 

３ 入札保証金 

財務規則１０７条２項により免除されている。 

４ 入札者の人数 

本節の公共工事の工種は、土木一式工事である。 

その入札参加資格者名簿に登録されている者の人数は、Ａランクが３６４者、

Ｂランクが６７２者、Ｃランクが４１３者、Ｄランクが６４５者である。 

指名業者の選定は、「千葉県建設工事指名業者選定基準」に基づき行われている。

指名業者１２者、入札者１０者である。 

５ 相手方 

産業廃棄物処分等を事業内容とする株式会社であり、本店所在地は市原市であ

る。資本金は１０００万円であり、従業員数は約１１０人である。 

６ 下請負 

掘削工１者である。 

 

第３ 契約金額 

１ 代金額 

当初の契約額は、本体価格４４８０万円（税込４８３８万４０００円）である。

その後、掘削のための仮設道路の設置延長が増えたこと、また、掘削土の仮置場

において大型土のう設置を行ったことにより、工事請負額が掘削量の減量による

減額を増工による増額が上回ったため、平成３０年３月２０日に変更契約を締結

し、代金額が本体価格９３万８０００円（税込１０１万３０４０円）増額し、本

体価格４５７３万８０００円（税込４９３９万７０４０円）となっている。 

２ 予定価格 

４５８１万円（税込４９４７万４８００円）である。財務規則１１０条２項に

基づき、国土交通省土木工事積算基準書等に準拠して作られている「千葉県積算

基準」により作成した設計書により算出している。設計書は目的とする工事を最

も合理的に施工及び監督できるよう、施工条件、施工管理、安全管理等に留意し、

工法歩掛及び単価などを調査し、千葉県積算基準を反映した土木積算システムに

入力して予定価格を算出している。 

予定価格については、財務規則１０９条の２及び同規則１１４条の規定により、

平成１５年３月２６日に制定された「予定価格の事前公表に係る取扱要領」に基
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づき、高滝ダム管理事務所で発注する入札に付する工事全てにおいて、平成１５

年度から事前公表（開示）を行っている。 

３ 落札率 

９７．８％である。 

 

第４ 契約書 

１ 契約書の書式 

建設工事請負契約書（全５９条）のほか、特記仕様書が建設工事請負契約書と

一体として綴じられている。 

２ 契約書の記載内容 

受託者の業務の具体的内容は、特記仕様書及び工事工程表に次のとおり定めら

れている。 

⑴  準備工 ９月下旬〜１０月末 

⑵  仮設工・工事用道路工 １１月 

⑶  掘削工 １１月下旬〜１月末 

⑷  堆積土運搬工 １２月上旬〜２月上旬 

⑸  仮置場整地工 ２月上旬〜２月末 

⑹  後片付け ３月 

契約日は平成２９年９月２７日、履行期限は平成３０年３月２５日である。 

 

第５ 履行の確保 

１ 契約保証金 

契約保証金は、財務規則９９条１項の規定により、４８３万８４００円以上の

額となるが、債権者を千葉県とした「公共工事履行保証証券」の提出があったた

め、同規則９９条２項１号の規定により、契約保証金の納付を免除している。 

２ 履行の監督及び確認 

⑴ 検査調書 

業務の履行後、県は検査をし、検査調書を作成している。 

⑵ 監督及び確認の方法 

検査の具体的方法及び評価項目等は、「工事成績評定表」に記載されており、施

工体制、施工状況、出来形及び出来ばえ、工事特性、創意工夫、社会性等である。 

 

第６ 契約事務の進行 

本節の契約に係る事務の進行は、以下のとおりである。 

平成２９年９月２７日 相手方から県に工程表が提出された。 
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平成２９年９月２８日 相手方から県に着工届が提出された。 

平成３０年３月２０日 建設工事請負変更契約が締結された。 

３月２３日 工事が完成し、工事完成通知書が県に提出された。 

３月２９日 検査が完了し、工事検査調書及び工事検査結果通知書

が作成された。 

工事目的物引渡申出書が県に提出され、目的物が引き

渡された。 

４月 ２日 請求書が提出された。 

４月２５日 支払がなされた（期限内）。 

 

第２款 指摘 

第１ 入札方法の選択 

本節の契約において、入札方法として指名競争入札を選択しているところ、上

述のとおり、県は、工事の性質上工期が限定されることを理由としている。 

しかしながら、自治令１６７条１号において、指名競争入札を選択する要件と

して、「工事又は製造の請負、物件の売買その他の契約でその性質又は目的が一般

競争入札に適しないものをするとき」との規定が定められており、一般競争入札

に適しないという要件を満たすかの検討が十分になされているとはいえない。 

今後は、当該要件を検討の上、記録に残すべきである。 

 

第３款 意見 

第１ 契約書－個人情報特記事項 

個人情報の利用がないにもかかわらず、個人情報特記事項が契約書に規定され

ていた。 

個人情報の利用がない場合は、個人情報特記事項を規定する必要はないため、

当該事項を契約書に規定しないことを要望する。 

 

第１３節 県単道路改良（幹線）工事（安全施設工） 

第１款 契約事務の内容 

第１ 契約の概要 

１ 契約の種類 

一般国道４６４号印西市松虫外における工事の進入防止用の立入防止柵の設置

の請負契約である。 

２ 契約の目的 

高さ１．８ｍ、長さ７７３ｍの立入防止柵を設置する工事である。 
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３ 契約の変更 

工事途中で設計変更により、工事内容が追加・変更となった。 

 

第２ 契約方法 

１ 契約方法の種類 

契約方法は、指名競争入札である。 

２ 契約方法の選択理由 

⑴ 根拠法令は自治令１６７条２号であり、「その性質又は目的により競争に加わる

べき者の数が一般競争入札に付する必要がないと認められる程度に少数である契

約をするとき」にあたることにある。 

一般競争入札においては、見込み業者数として、格付・施工実績・地域条件等

から応札可能者が２０者以上を確保していることが条件とされている（一般競争

入札（事後審査型）参加資格要件等設定資料）。 

しかしながら、当該工事は、立入防護柵（Ｈ＝１．８ｍ）Ｌ＝７７３ｍの設置

であり、特殊な技術を必要とする工事ではなく、また、指名競争入札を選択して

も、千葉県建設工事指名業者選定基準第５の規定により指名業者数が１２者以上

確保（予定価格１０００万円以上）され、かつ、十分な施工能力を確保できると

認められることから、自治令１６７条２号の規程により、指名競争入札を実施す

ることとした。 

⑵ 指名業者選定基準  

『千葉県建設工事指名業者選定基準』により基準の内容と理由は以下のとおり

である。 

指名業者の選定は、工事の種類及び発注金額に応じ、基準等級に格付けされた

者の中から行うものとなっていることから、Ｂ等級に格付けされた者とする。 

前項の規程により指名業者数の選定が困難であるときは、基準等級の直近上位

または直近下位の等級に格付けされた者を指名することができることから、Ａ等

級の業者を入れる。 

発注金額が指名しようとする者の当該工事の発注工種に係る年間平均完成工事

高を超える場合は、当該指名しようとする者を指名することはできないものとな

っている。 

指名業者の数は、発注金額が１０００万円以上は１２者以上となっていること

から、１２者とする。 

不誠実な行為の有無、当該工事に対する地理的条件、手持ち工事の状況、当該

工事施工についての技術的適正などの留意事項を勘案する。 

３ 入札保証金 
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入札保証金は免除されている（財務規則１０７条１項）。 

４ 入札者の人数 

入札者は１２者である。指名業者すべてが入札した。 

本節の公共工事の工種は、とび・土木・コンクリート工事であり、その入札参

加資格者名簿に登録されている者の人数は、Ａ等級が５２７者、Ｂ等級が３８８

者、Ｃ等級が５１８者である。 

５ 相手方 

落札者は、千葉県内の土木工事の請負等を業とする資本金１０００万円の株式

会社である。 

６ 下請負 

立入防止柵設置工の下請負がある。 

 

第３ 契約金額 

 １ 代金額 

契約価格は１５４４万４０００円（税込）である。 

  ２ 予定価格 

予定価格は１６４３万７６００円（税込）である。 

  ３ 落札率 

落札率は９３．９％である。 

 

第４ 契約書 

  １ 契約書の書式 

契約書は表題部及び５９条の約款からなる。 

 その他に、建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律１３条に基づく書

面・工事数量総括表・特記仕様書・施工条件の明示・図面各種（５葉）が合綴さ

れている。 

  ２ 契約書の記載内容 

契約の内容は以下のとおりである。 

     工事場所：一般国道４６４号 印西市松虫外 

     工期：平成３０年３月１０日～平成３０年８月６日 

     契約保証金：１５４万４４００円 

     解体工事に要する費用等： 

      建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律（平成１２年法律１０４号）

１３条１項に基づく解体工事の費用等の記載ついては、別添様式３のとおり

とする。        
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 第５ 履行の確保 

  １ 契約保証金 

 契約保証金は１５４万４４００円である。 

２ 履行の監督及び確認 

 ⑴ 検査調書及び工事成績評定表 

検査調書及び工事成績評定表は作成されている。 

⑵ 監督及び確認の方法 

本件工事は平成３０年３月１０日に着工し、平成３０年８月６日に工事完成通

知が相手方から県に提出されている。県はこれを受けて、同日に完成検査を実施

し、８月１６日に相手方に検査結果を通知した上で、８月２０日付で代金を支払

っている。 

 

 第６ 契約事務の進行 

平成３０年２月１９日 工事執行伺い 

２月２０日 指名業者選定審査会 

２月２０日 指名通知書を１２者へ送付 

３月 ８日 開札 

３月 ８日 契約の保証に関する指示 

３月 ９日 請負工事契約締結について決裁 

３月 ９日 支出負担行為 １５４４万４０００円 

３月 ９日 建設工事請負契約 

３月 ９日 監督職員通知 

３月 ９日 課税事業者届出 

３月 ９日 中間前払金と部分払の選択に係る届出 

３月 ９日 主任技術者等選任通知 

３月１０日 工事着手 

３月１２日 前払金請求 ６１０万円 

３月１２日 支出伝票 

３月１４日 建設業退職金共済証紙購入状況報告 

４月 １日 支出負担行為 ９３４万４０００円 

４月 １日 監督職員通知 

８月（日不明）設計変更 

         ８月 ３日 支出負担行為増額 

１５４４万４０００円 

→１６０５万２０４０円（６０万８０４０円増額） 
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     平成３０年８月 ３日 建設工事請負変更契約 

設計概要 

                特記仕様書（設計変更） 

                施工条件の明示（変更なし） 

８月 ６日 工事完成通知書 

８月 ６日 工事検査実施通知書 

          ８月 ８日 建設業退職金共済証紙追加購入状況報告 

          ８月１６日 工事検査 

８月１６日 工事検査結果通知 

８月１６日 工事目的物引渡申出 

８月２０日 請求書 ９９５万２０４０円 

８月２０日 支出  ９９５万２０４０円 

 

第２款 指摘 

     指摘はない。 

 

第３款 意見  

     意見はない。 

 

第１４節 平成２９年度木地区画地確定測量業務委託 

第１款 契約事務の内容 

第１ 契約の概要 

１ 契約の種類 

本節の契約は、平成２９年度木地区画地確定測量業務の請負契約である。 

２ 契約の目的 

県の示す方針に従い、流山都市計画事業木地区一体型特定土地区画整理事業を

実施するための確定測量（街区・画地）を行うものである。 

３ 契約の変更 

画地確定測量を要する箇所・工事範囲の増加により街区確定測量（設置）・画地

確定測量（設置）・画地確定測量（計算）を増量変更したことにより、代金額を変

更している。 

 

第２ 契約方法 

１ 契約方法の種類 

契約方式は、指名競争入札である。 
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２ 契約方法の選択理由 

当該委託の早期着手の必要があること及び業務内容を適切に履行する能力が必

要なことから、一般競争入札には適さないため、かかる契約方式が採用された（自

治令１６７条１項１号）。 

指名業者については、千葉県建設工事等入札参加業者資格者名簿に希望業務内

容として「都市計画及び地方計画」を登録してあること、土地区画整理事業に精

通している必要があることから「公益社団法人街づくり区画整理協会」の会員で

あること、また流山区画整理事務所におけるこれまでの受注実績、指名状況等を

勘案し選定している。指名業者は８者である。 

３ 入札保証金 

財務規則１０７条２項により免除されている。 

４ 入札者の人数 

８者である。 

入札参加資格について、本業務は、「土地区画整理事業」において必要となる測

量等を実施するものであり、例えば、業務内容である確定測量とは、換地設計（区

画整理の設計図）により計算され図上に示された位置に基づき現地に杭を設置す

るものである等、通常の測量とは異なる土地区画整理事業独特の作業内容等とな

っている。また、このような測量等については、「国土交通省土地区画整理事業測

量作業規程」により作業方法等が定められている等、一般的な測量とは異なるこ

とから、業務内容を理解し円滑に作業が行えるよう、土地区画整理事業に精通し

ていることが業者選定において重要であると考えているため、「公益社団法人街づ

くり区画整理協会」の会員であることが入札参加資格要件とされている。 

５ 相手方 

測量業務等を事業内容とする株式会社（千葉事務所）であり、本店所在地は東

京都である。資本金は２５００万円である。 

６ 下請負 

なし。 

 

第３ 契約金額 

１ 代金額 

契約額は１７６０万円（税込１９００万８０００円）である。その後、上述の

とおり、平成２９年１２月２７日に変更契約を締結したことによって、本体価格

１８０７万８０００円（税込１９５２万４２４０円）となっている。 

２ 予定価格 

１８０２万円（税込１９４６万１６００円）である。財務規則１１０条２項に
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基づき、工事関係案件であることから、千葉県が定めている「千葉県土地区画整

理事業測量標準歩掛」に基づき算定しており、この算定を行う際に千葉県が導入

しているシステムを使用している。 

３ 落札率 

９７．７％である。 

 

第４ 契約書 

１ 契約書の書式 

業務委託契約書（全２７条）のほか、業務委託仕様書が業務委託契約書と一体

として綴じられている。 

２ 契約書の記載内容 

受託者の業務の具体的内容は、業務委託仕様書に次のとおり定められている。 

⑴ 街区・画地確定測量 

⑵ 基準点の確認 

⑶ 基準点の増設 

契約日は平成２９年８月２８日、履行期限は平成３０年１月３１日である。 

 

第５ 履行の確保 

１ 契約保証金 

財務規則９９条２項３号により免除されている。 

２ 履行の監督及び確認 

⑴ 検査調書 

業務の履行後、県は検査をし、検査調書を作成している。 

⑵ 監督及び確認の方法 

検査の具体的方法及び評価項目等は、「委託業務成績評定表」に記載されており、

専門的技術力、管理技術力、コミュニケーション力、取組姿勢、成果品の品質等

である。 

 

第６ 契約事務の進行 

本節の契約に係る事務の進行は、以下のとおりである。 

平成２９年 ８月２９日 相手方から県に工程表が提出された。 

 ８月２９日 相手方から県に着手届が提出された。 

１２月２７日 建設工事請負変更契約が締結された。 

平成３０年 １月２６日 業務が完了し、業務完了報告書が県に提出された。 

 １月３０日 検査が完了した。 
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平成３０年 １月３１日 委託業務検査調書、委託業務検査結果通知書及び委

託業務認定通知書が作成された。 

 ２月 １日 成果品が引き渡され、委託業務成果品引渡書が県に

提出された。 

 ２月 ７日 請求書が提出され、同月２６日（期限内）に支払が

なされた。 

 

第２款 指摘 

第１ 指名競争入札の選択―入札参加資格要件 

入札参加資格要件として、「公益社団法人街づくり区画整理協会」の会員である

ことが設定されているところ、そもそも「公益社団法人街づくり区画整理協会」

の会員であることからといって、一般的な測量とは異なるものも含め土地区画整

理事業に精通しているとは限らない。また、同協会の会員数（賛助会員を含む）

が、県内でわずか３しかない（東京でも４９）ことから、土地区画整理事業に精

通している業者が一般に加入する協会であるとも考え難い。さらに、要件に該当

する業者数が少ないことから、競争性が阻害されていると言わざるを得ない。 

そこで、入札参加資格要件から「公益社団法人街づくり区画整理協会」の会員

であることを除外するべきである。 

 

第２ 契約保証金の免除 

県は、上述のとおり、財務規則９９条２項３号を根拠に本契約の契約保証金を

免除しているが、同号適用の理由について、入札参加資格者名簿に登載されてい

る業者であり、ちば電子調達システムで、過去２年間の契約実績及び履行を確認

しており、契約を履行しないこととなるおそれがないと判断したため、それをも

って同号の要件に該当すると判断している。 

しかし、財務規則９９条２項３号は、入札参加資格の保有や過去の契約の履行

状況に加えて、「かつ、契約を履行しないこととなるおそれがないと認められると

き。」との要件も定めており、契約締結時において相手方に契約履行能力があるこ

とも必要としている。 

よって、県は、契約締結時における相手方の財務状況等、契約履行能力の有無

についても検討を行うべきである。そして、財務規則９９条２項３号の要件の具

備につき、調査した結果を報告書にまとめ、資料を添付の上、記録に残すべきで

ある。 
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第３款 意見 

意見はない。 

 

第１５節 国府台県営住宅Ａ工区建設工事監理業務委託 

（平成２９年度事業） 

第１款 契約事務の内容 

第１ 契約の概要 

  １ 契約の種類 

    本契約は、工事監理業務を委託する準委任契約である。 

  ２ 契約の目的 

本契約は、国府台県営住宅の建替え工事のうち、Ａ工区の建設工事の工事監理

業務を委託するものである。 

 ３ 契約の変更 

   契約の変更はない。 

 

第２ 契約方法 

  １ 契約方法の種類 

    本節の契約方法は、指名競争入札である。 

  ２ 契約方法の選択理由 

本契約については、委託箇所実地での監理業務であり、地元地域の業者を選定

することで十分な成果が期待できること、競争力に勝る業者の受注の偏りを排除

し、受注機会の均等により県内地域の中小企業の育成に配慮しつつ、能力が劣る

不良・不適格業者を排除することにより公共工事の品質確保を図り、かつ、受発

注者双方の事務負担の軽減が図れることから、性質又は目的が一般競争入札に適

しない（自治令１６７条１項１号）として、指名競争入札が選択されている。 

３ 入札保証金 

  入札保証金は免除されている（財務規則１０７条１項ただし書）。 

４ 入札者の人数 

指名業者は８者であり、そのうち入札者は５者である。 

   ５ 相手方 

     相手方は、千葉県市川市内に本店を置く一級建築士事務所（特例有限会社）で

ある。 

  ６ 下請負 

    構造担当、電気設備担当及び機械設備担当として、それぞれ下請業者が使用さ

れている。 
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第３ 契約金額 

１ 報酬額 

 報酬額は１８１４万４０００円（消費税込み）である。 

２ 予定価格 

予定価格は２１７８万３６０円（消費税込み）である。 

  ３ 落札率 

落札率は８３．３％である。 

 

第４ 契約書 

 １ 契約書の書式 

   委託業務名、履行機関、業務委託料、契約保証金の有無が記載され契約書の表

紙に、契約条項及び建築士法２２条の３の３に定める記載事項が別紙として添付

されている。  

 ２ 契約書の記載内容 

   契約条項は、５０条からなる工事監理業務委託契約にかかる定型の契約条項が

用いられており、契約保証金、紛争の解決、個人情報の保護及びデータの保護に

かかる条項は本契約においては不要のため削除されている。 

 

第５ 履行の確保 

 １ 契約保証金 

   契約保証金は財務規則９９条２項３号により免除されている。 

 ２ 履行の監督及び確認 

⑴ 検査調書 

   本監査の実施時において未完成のため検査調書は作成されていない。 

⑵ 監督及び確認の方法 

     受注者から毎月管理業務報告書の提出を受けて履行を確認している。同報告書

には、工事監理業務の項目ごとに当該月におけるその履行状況が記載されている

ほか、日ごとの監理業務内容、受領書類及び提出書類が記載された日報が添付さ

れている。 

 

第６ 契約事務の進行 

   平成３０年２月 ２日 業務委託設計書作成 

         ２月 ６日 指名競争入札の実施につき執行伺い起案 

        ２月 ９日 上記につき決裁 

２月１４日 指名業者選定審査会の開催 
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平成３０年２月１４日 指名業者の決定 

２月１５日 指名通知書発行 

 ３月１４日 入札書受付 

３月１６日 開札 

３月１９日 契約締結 

３月２０日 受注者から監理技術者通知書及び着手届を受領 

     ３月２２日 受注者に対し調査職員及び受注者等を通知 

     ４月 ６日 受注者から前払金請求書を受領 

４月１９日 前払金支払 

４月２７日 受注者から工事監理計画書及び協力事務所協議願等を

受領 

 

第２款 指摘 

第１ 指名競争入札の選択 

    本契約においては、委託箇所実地での監理業務であり、地元地域の業者を選定

することで十分な成果が期待できること、競争力に勝る業者の受注の偏りを排除

し、受注機会の均等により県内地域の中小企業の育成に配慮しつつ、能力が劣る

不良・不適格業者を排除することにより公共工事の品質確保を図り、かつ、受発

注者双方の事務負担の軽減が図れること等を理由として、指名競争入札が選択さ

れている。しかしながら、県内中小企業の育成への配慮という点については、そ

もそも県内地域（特に、指名が想定される市川市及びその周辺地域）には多数の

建築士事務所が存在することから、指名競争入札の実施により当該地域の業者の

育成を図る必要性があるとは考え難いし、仮に業者育成の必要があるとしても、

特定の地域に本店または支店を置いていることを入札参加資格に設定することに

よっても当該地域の中小企業に配慮することはできる。また、品質の確保という

観点についても、一定の技術的適性を有すること等を入札参加資格として設定す

ることによって不良・不適格業者を排除することは可能である。そのため、中小

企業の育成や工事の品質確保といった理由は、本契約について、指名競争入札を

採用する理由としては不十分である。指名競争入札を採用するにあたっては、条

件付き一般競争入札によって対応することができないのかどうか、十分に検討す

べきである。 

 

第２ 指名競争入札の選択 

    建設工事等契約事務取扱実施規程において、契約事務担当者が指名業者を決定

しようとするときは、指名業者選定審査会の意見を聴かなければならないとされ、
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指名業者の決定は、審査会の会議結果に基づくこととされている。本契約におい

ても、指名業者選定審査会の意見を聴いた上で指名業者が決定されているが、指

名業者選定審査会の議事録は作成されておらず、指名業者の決定にあたって、ど

のような検討がなされたのかを事後的に確認することができない。指名業者の選

定が公正に行われたことを事後的に検証することができるように、指名業者選定

審査会の議事録を残すようにすることが望ましい。 

  

第３ 契約保証金の免除 

本節の契約については、財務規則９９条２項３号の規定により契約保証金の納

付が免除されている。同号は、契約保証金免除の要件として、「（前略）その者が

過去二年間に県、国（公社及び公団を含む。）又は他の地方公共団体と種類及び規

模をほぼ同じくする契約を数回以上にわたって締結し、これらをすべて誠実に履

行し、かつ、契約を履行しないこととなるおそれがないと認められるとき」と規

定しているが、財務規則が契約保証金の免除が例外的な扱いとされていることか

らして、免除の要件は慎重に判断するべきである。特に、「契約を履行しないこと

となるおそれがないと認められる」か否かについては、現在の相手方の規模や財

務状況等を調査検討する必要があるが、この点について十分な資料の収集と検討

がなされているものとは認められなかった。契約保証金の免除については、相手

方の規模や財務状況等を確認できる資料を収集し、その上で免除の要件を満たす

かどうかを慎重に審査すべきである。 

また、契約保証金の免除の審査にあたり、財務規則９９条２項３号の要件につ

いて審査したことを確認できる記録も作成されていないため、本契約の締結にあ

たりどのような審査がなされたのかを確認することができない。そのため、契約

保証金の免除審査にあたっていかなる資料に基づき、いかなる判断をしたのか等

を記録しておくべきである。 

 

第３款 意見 

   意見はない。 

 

第１６節 河川総合開発委託（片倉ダム長寿命化計画策定） 

第１款 契約事務の内容 

第１ 契約の概要 

   １ 契約の種類 

     本契約は、片倉ダムの「ダム長寿命化計画」の策定を委託する請負契約である。 

   ２ 契約の目的 
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亀山ダムの上流域に位置する片倉ダムは、亀山ダムの完成後流域の人口増に対

応するための安定した水源の確保並びに、洪水から流域を守ることを目的に、平

成１４年４月から供用開始した総貯水容量８４１万立方メートル、堤高４２．７

メートル、堤頂長１５４メートルの重力式コンクリートダムである。本業務は、

片倉ダムにおける施設及び貯水池について、設備更新や維持の優先順位を検討し、

ライフサイクルコストの最小化・予算の平準化を考慮しながら計画的に維持管理

を行う「ダム長寿命化計画」を策定することを目的とするものである。 

   ３ 契約の変更 

     本契約については、委任契約に基づく調査着手後に専門家意見聴取会が行われ

ており、当該意見聴取会における検討結果を受け、堤体下流面クラック及び堤体

強度測定の追加調査を実施することとなり、平成３０年３月２２日付で、調査項

目を追加し、履行期間を平成３０年７月３１日までに変更する変更契約が締結さ

れている。 

    

第２ 契約方法 

   １ 契約方法の種類 

     本節の契約方法は、指名競争入札である。 

   ２ 契約方法の選択理由 

     本契約については、ダムに関する技術力が高く、信頼性の高い業者に発注する

必要があることから、その性質又は目的が一般競争入札に適しない（自治令１６

７条１号）として、指名競争入札が選択されている。指名業者の選定方法につい

ては、県の入札参加資格者名簿の登録業者のうち、ダムの長寿命化計画の実績が

多い順に８者を選定している。本件は、重要構造物であるダムの長寿命化を検討

するものであり、ダムに関する技術力の高い業者への委託が必要となるため、同

種契約の実績が多い業者は技術力及び信頼性が高いものと想定し、上記条件が設

定されている。 

   ３ 入札保証金 

     入札保証金は免除されている（財務規則１０７条１項ただし書）。 

   ４ 入札者の人数 

     指名業者８者のうち、１者が辞退し、７者が入札している。なお、入札した７

者のうち、４者の入札金額は予定価格を超過する金額であった。 

   ５ 相手方 

     相手方は、大阪市に本社を置き、建設コンサルタント等を業とする株式会社で

ある。 

６ 下請負 
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  下請負は使用されていない。 

 

第３ 契約金額 

   １ 代金額 

     当初契約における報酬額は１７２６万９２００円（消費税込み）である。 

なお、当初契約後に調査項目を追加する変更がなされており、委託料を１４２

万１２８０円（消費税込み）増額する変更契約が締結されている。 

２ 予定価格 

予定価格は２１６４万３２００円（消費税込み）である。 

３ 落札率 

落札率は７９．７９％である。 

 

第４ 契約書 

 １ 契約書の書式 

   委託業務名、履行期間、業務委託料、契約保証金を記載した表紙に契約条項を

記載した約款が添付されている。これに加え、個人情報取扱特記事項及びデータ

保護及び管理に関する特記仕様書が別記として添付されている。 

 ２ 契約書の記載内容 

   契約条項は、国土交通省の策定した公共土木設計業務等標準委託契約約款をも

とに作成された約款が用いられている。 

    

第５ 履行の確保 

 １ 契約保証金 

   財務規則９９条２項３号により契約保証金は免除されている。 

 ２ 履行の監督及び確認 

⑴ 検査調書 

    完了検査は、監督員及び検査監が設計図書、千葉県委託設計業務等検査基準と

成果品を対比して、履行を確認しているとのことであるが、検査調書は、設計図

書に基づき検査の結果下記のとおり完了を認める」との文言の下に契約の概要が

記載されているのみである。 

    ⑵ 監督及び確認の方法 

    受注者が月ごとに提出する履行報告書を監督職員が確認することにより履行

状況の確認を行っている。 
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第６ 契約事務の進行 

     平成２９年１０月 ４日 本業務につき指名競争入札を実施することにつき執

行伺い 

          １０月１６日 上記の決裁 

          １０月１８日 指名業者選定審査会の開催 

１０月１８日 指名業者の決定 

        １０月１９日 指名通知書発行 

       １１月 ７日 入札書提出期限 

          １１月 ８日 開札 

          １１月１０日 契約締結 

          １１月１０日 調査職員選任通知 

          １１月１１日 監理技術者等通知書及び着手届を受領 

          １１月２１日 業務計画書を受領 

     平成３０年 ２月 ６日 専門家意見聴取会を実施 

３月２２日 契約変更の協議及び変更契約の締結につき執行伺

い・同日決済 

           ３月２２日 変更契約締結、業務計画書（第１回変更）を受領 

           ７月３１日 業務完了通知書を受領 

           ８月 ７月 委託業務検査実施 

 

第２款 指摘 

  第１ 契約保証金の免除 

本契約については、ちば電子調達システムの契約結果照会画面にて、本契約の

相手方が、県との同種及び同規模の契約を過去２年間に複数回締結されているこ

とを確認したとして、財務規則９９条２項３号に基づき契約保証金を免除してい

る。同号は、契約保証金免除の要件として、「（前略）その者が過去二年間に県、

国（公社及び公団を含む。）又は他の地方公共団体と種類及び規模をほぼ同じくす

る契約を数回以上にわたって締結し、これらをすべて誠実に履行し、かつ、契約

を履行しないこととなるおそれがないと認められるとき」と規定しているが、財

務規則が契約保証金の免除が例外的な扱いとされていることからして、免除の要

件は慎重に判断するべきである。特に、「契約を履行しないこととなるおそれがな

いと認められる」か否かについては、現在の相手方の規模や財務状況等を調査検

討する必要があるが、この点について確認できる資料の収集と検討がなされてい

るものとは認められなかった。契約保証金の免除については、相手方の規模や財

務状況等を確認できる資料を収集し、その上で免除の要件を満たすかどうかを慎
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重に審査すべきである。 

また、契約保証金の免除の審査にあたり、財務規則９９条２項３号の要件につ

いて審査したことを確認できる記録も作成されていないため、本契約の締結にあ

たりどのような審査がなされたのかを確認することができなかった。契約保証金

の免除審査にあたっていかなる資料に基づき、いかなる判断をしたのか等につい

て、書面として記録に残しておくべきである。 

 

第２ 指名競争入札の選択 

    建設工事等契約事務取扱実施規程において、契約事務担当者が指名業者を決

定しようとするときは、指名業者選定審査会の意見を聞かなければならないと

され、指名業者の決定は、審査会の会議結果に基づくこととされている。本契

約においても、指名業者選定審査会の意見を聞いた上で指名業者が決定されて

いるが、指名業者選定審査会の議事録は作成されておらず、指名業者の決定に

あたって、どのような検討がなされたのかを事後的に確認することができない。

指名業者の選定が公正に行われたことを事後的に検証することができるよう

に、指名業者選定審査会の議事録を残すべきである。 

 

第３款 意見 

  第１ 専門家意見聴取会 

     本契約については、専門家意見聴取会における専門家の意見に基づき、追加調

査を実施することになり、追加の変更契約を行うに至っている。当該専門家意見

聴取会における協議内容は、打合せ記録簿に記録されているが、追加調査の必要

性にかかる記載事項は、「追加調査として、堤体下流面のクラックマップ作成、シ

ュミットハンマー試験を実施し、今後のダム管理の基礎資料とすることは、妥当

と考える。」とのみ記載されている。かかる記載のみからでは、いかなる資料に基

づき、どのような検討結果を経た結果、当該追加調査が必要であるとの判断に至

ったのかが判然としない。専門家意見聴取会における検討結果は、追加調査（変

更契約）の必要性を基礎づけるものであるから、いかなる資料に基づき、どのよ

うな検討を行った結果、どのような追加調査が必要となったのかが読み取れる程

度の記載をすることが望ましい。 

 

第１７節 江戸川第一終末処理場設備資材価格特別調査業務委託 

第１款 契約事務の内容 

第１ 契約の概要 

   １ 契約の種類 
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本節の契約は、千葉県の流域下水道事業における、江戸川の第一終末処理施設

の機械及び電気工事用資材について、平成３０年度の設計単価を決定させるため

の実勢価格調査を目的とする請負契約である。 

２ 契約の目的 

上記業務は、下水道の整備が進むに従って、処理場に流入する下水量も増加し

てきていることから、千葉県においては、既に施設整備がおおむね終了して供用

が開始されている江戸川第二終末処理場に加えて、江戸川第一終末処理場の用地

の買収と施設の建設を進めている状況において必要とされる調査業務である。 

３ 契約の変更 

本節の契約は、平成３０年３月８日に調査対象品目を増加させる旨の変更契約

が交わされている。それに伴い、契約代金についても増額がなされている。 

 

第２ 契約方法 

１ 契約方法の種類 

契約方法は、指名競争入札である。 

２ 契約方法の選択理由 

  千葉県が発注する建設工事に係る委託業務の契約の相手方については、「建設工

事に係る建設コンサルタント選定要綱」の規定に基づき、原則として「千葉県建

設工事等入札参加資格者名簿」に登載されている者から選定するものとされてお

り、①本件業務は同名簿中の「その他の業務」に登録があり、かつ資材価格調査

等を希望している５者に加え、②同じく「その他の業務」に登録があり、かつ過

去に本業務と同種業務の実績がある３者が対象となるところ、適用される名簿に

よると①と②の合計８者しか該当業者がいないことから、「その性質又は目的が

一般競争入札に適しないもの」（自治令１６７条１項１号）に該当するものと判

断されたためである。 

３ 入札保証金 

  財務規則１０７条１項を理由に免除されている。 

４ 入札者の人数 

入札者は４者であり、指名業者のうち２者は辞退している。 

５ 相手方 

相手方は、千葉市内に営業所を有する、資材価格調査事業等を行っている株式

会社である。 

６ 下請負 

下請負はない。 
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第３ 契約金額 

１ 代金額 

当初締結した契約の代金額は、７２３万６０００円（うち消費税５３万  

６０００円）である。また、変更契約締結後の代金額は、７３８万７２０円（う

ち消費税５４万６７２０円）である。 

２ 予定価格 

予定価格は、８１０万円（うち消費税６０万円）である。この金額は、千葉県

が発行している設計単価に関する積算基準（最新のもの）に基づいて算出されて

いる。  

   ３ 落札率 

     落札率は、８９．３３％である。 

 

第４ 契約書 

 １ 契約書の書式 

契約条項の記載された契約書の他に、仕様書及び個人情報取扱特記書が添付さ

れている。 

２ 契約書の記載内容 

  契約書記載の契約内容の概要は、以下のとおりである。 

⑴ 履行期限、業務委託料及び契約保証金免除の旨 

   個別の契約条項の前にそれぞれ記載されている。なお契約保証金免除の根拠は、

契約書上は明記されていないが、県の資料によると財務規則９９条２項３号との

ことである。 

 ⑵ 一括再委託等の制限 

   ６条に記載されている。 

 ⑶ 瑕疵担保 

   １７条に記載されている。 

 ⑷ 解除関係の定め 

   １８条（談合その他不正行為に係る解除）、１９条（発注者の解除権）に記載さ

れている。 

 

第５ 履行の確保 

１ 契約保証金 

  財務規則９９条２項３号を理由に免除されている。 

２ 履行の監督及び確認 

⑴ 検査調書 
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委託業務に関し、監督員による委託業務成績評定表が作成され、それに加えて

委託業務検査調書が作成されている。なお検査調書には、発注年度、事業名、相

手方名、設計金額、完了金額等が記載され、「完了を認める」旨の記載がされてい

る。 

⑵ 監督及び確認の方法 

前項の委託業務成績評定表においては、業務評定と技術者評定について、専門

技術力や管理技術力、取組姿勢等の評価項目毎に、監督員及び検査監がそれぞれ

評価をして点数が出されている。 

 

第６ 契約事務の進行 

   本節の契約事務の進行は、以下のとおりである。 

 平成３０年１月１０日 指名業者選定 

       １月１９日 開札 

１月２２日 契約締結 

      １月２２日 監督職員選任通知書の受領 

      １月２２日 業務工程表の受領 

１月２３日 業務主任技術者選任通知書の受領  

１月２３日 着手届の受領 

３月 ８日 業務委託変更契約書締結 

       ３月２０日 業務完了報告書の受領 

３月２０日 委託業務検査実施通知 

３月２２日 委託業務検査調書の作成 

       ３月２２日 委託業務検査結果通知 

       ３月２２日 委託業務成果物引渡書の受領 

       ３月２９日 請求書の受領 

       ４月１８日 代金支払 

 

第２款 指摘 

 第１ 契約保証金の免除 

    本節の契約においては、県の回答によると、財務規則９９条２項３号を理由と

して契約保証金が免除とされている。しかし、上記条項に該当することについて

の検討経過（結果）に関する書類は作成していないとのことであり、実際に本件

契約が上記条項に該当するのか否か、県として事前に調査検討した事実の確認が

できなかった。 

    この点、財務規則９９条の規定ぶりからすると、契約保証金を免除することは
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あくまで例外的な扱いであることは明らかであり、したがって免除とするための

検討は慎重に行うべきである。そのため、いかなる具体的事実が存在し、それが

上記条項に該当しているのかについての調査検討を行い、その検討経緯（結果）

については書面として残しておくべきである。 

 

第３款 意見 

   意見はない。 

 

第１８節 国道道路改築委託（（仮称）時曽根橋橋梁詳細設計） 

第１款 契約事務の内容 

第１ 契約の概要 

  １ 契約の種類 

    本節の契約は、（仮称）時曽根橋について橋梁詳細設計を実施するための請負契

約である。 

  ２ 契約の目的 

一般国道１２６号山武東総道路二期事業は、山武市と銚子市を連結する地域高

規格道路「銚子連絡道路」の一部である横芝光町芝崎から匝瑳市横須賀までの延

長約５ｋｍ区間を整備する事業である。本委託は、匝瑳市時曽根地区に施工する

計画の（仮称）時曽根橋について橋梁詳細設計を実施するものである。 

３ 契約の変更 

   第６で記述するとおり、３度の履行期間について変更があり、また、代金も増

額されている。 

 

第２ 契約方法 

  １ 契約方法の種類 

本契約は、指名競争入札により締結された契約である。 

２ 契約方法の選択理由 

   本契約は２００ｍを超える長大橋梁の詳細設計であることから、同規模の設計

実績を有する業者が受託することが適切と考え、通常の指名競争入札を選択した。 

３ 入札保証金 

   財務規則１０７条１項２号により免除されている。 

４ 入札者の人数 

   入札した業者は８者である。 

５ 相手方 

   契約の相手方は建設コンサルタントを事業内容とする株式会社であり、本社は 
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東京に所在する。同社の資本金は１３億９９００万円、従業員は約６００名であ 

る。  

６ 下請負 

なし。 

 

第３ 契約金額 

   １ 代金額 

代金額は、代金４６１９万６０００円、消費税３６９万５６８０円、 

合計４９８９万１６８０円である。 

  ２ 予定価格 

予定価格は６１１４万９６００円である。 

３ 落札率 

落札率は８１．５９％である。 

 

第４ 契約書 

１ 契約書の書式 

「土木設計等業務委託契約書」が作成されている。 

土木設計等業務委託契約書には、５７条からなる約款、「個人情報取扱特記事項」、

「データ保護及び管理に関する特記仕様書」、「総括情報表」、「業務数量総括表（公    

示用）」、「業務数量総括表」、「特記仕様書」、「平面図」が付され、ともに綴られ、

割印が付されている。 

２ 契約書の記載内容 

   契約書（土木設計等業務委託契約書）には、委託業務名、履行期間、業務委託

料契約保証金が記載され、詳細は、５７条からなる約款に定められている。具体

的な業務内容については、特記事項仕様書に定めがあり、「設計範囲」、「道路構造

等」、「設計業務における留意事項」等が記載されている。 

 

第５ 履行の確保 

  １ 契約保証金 

本契約にかかる契約保証金は免除されている。免除の根拠は、財務規則９９条

２項３号とされている。同号は、「（自治）令１６７条の５及び１６７条の１１に

規定する資格を有する者と契約を締結する場合において、その者が過去２年間に

県、国（公社及び公団を含む。）又は他の地方公共団体と種類及び規模をほぼ同じ

くする契約を数回以上にわたつて締結し、これらをすべて誠実に履行し、かつ、

契約を履行しないこととなるおそれがないと認められるとき。」に契約保証金を免
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除するとしている。 

  ２ 履行の監督及び確認 

⑴ 検査調書 

    県は、平成３０年１１月８日、完了検査を行い、本契約が設計図書に基づき適

正に履行されたと判断し、同日付けで委託業務検査調書を作成している。 

⑵ 監督及び確認の方法 

契約期間中の履行の監督は、業務計画書の受理、月１回の履行報告の確認、打

合せ等により実施している。  

 

第６ 契約事務の進行 

    平成２９年１０月 ５日 契約締結 

         １０月 ６日 着手届を提出し、委託業務に着手している 

     平成３０年 ３月１６日 変更契約締結（履行期間） 

８月１６日 履行期間延長請求書受理 

           ８月２３日 上記決裁 

           ８月２４日 変更契約締結（履行期間） 

           ９月２１日 履行期間延長請求書受理 

           ９月２４日 上記決裁 

           ９月２６日 変更契約締結（履行期間） 

          １０月２４日 変更契約締結（委託料） 

          １０月３１日 業務完了通知書 

          １１月 ８日 委託業務検査調書 

 

第２款 指摘 

第１ 契約保証金 

     上述のとおり、本契約にあたり、県は、契約保証金を免除している。その根拠

規定は財務規則９９条２項３号とされる。ここで、財務規則９９条２項３号は、

「（自治）令１６７条の５及び１６７条の１１に規定する資格を有する者と契約

を締結する場合において、その者が過去２年間に県、国（公社及び公団を含む。）

又は他の地方公共団体と種類及び規模をほぼ同じくする契約を数回以上にわた

って締結し、これらをすべて誠実に履行し、かつ、契約を履行しないこととなる

おそれがないと認められるとき。」に契約保証金を免除すると定めている。この

点、県は、データベースを参照して相手方の過去の実績についての調査はしてい

るものの、それ以上の調査をしていない。 

しかし、財務規則９９条２項３号は、入札参加資格の保有や過去の契約の履行状
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況に加えて、「かつ、契約を履行しないこととなるおそれがないと認められるとき。」

との要件も定めており、契約締結時において相手方に契約履行能力があることも

必要としている。よって、県は、契約締結時における相手方の契約履行能力の有

無についても調査を行うべきである。 

 

第３款 意見 

  第１ 履行期間延長申請書の日付が記載されていない 

本件では、相手方から、契約の履行期間に関する延長申請がなされている。し

かしながら、延長申請書には、日付の記載がなされていない。県における受付印

により、県が受領した日付はわかるものの、不測の紛争を予防する観点から、日

付の記載を要求すべきである。 

 

第１９節 県単港湾管理委託（木更津港港湾施設定期点検） 

第１款 契約事務の内容 

第１ 契約の概要 

１ 契約の種類 

本節の契約は、木更津港港湾施設定期点検の請負契約である。 

２ 契約の目的 

木更津港の港湾施設を計画的かつ適切に維持管理するにあたり、港湾施設の点

検調査を実施し、施設の維持工事の必要性、緊急性等、対策工法の選定等を総合

評価し、維持管理水準の統一化を図り、施設の維持管理計画を更新するものであ

る。 

３ 契約の変更 

前回の調査結果より鋼矢板の腐食が進行している恐れがあり、現状を確認する

ため、潜水調査範囲を拡大し、代金額を変更している。 

 

第２ 契約方法 

１ 契約方法の種類 

契約方法は、指名競争入札である。 

２ 契約方法の選択理由 

当該委託業務は木更津港港湾施設を適切に維持管理するための定期的な点検業

務であり、一般競争入札には適さないため、かかる契約方式が採用された（自治

令１６７条１項１号）。 

指名業者については、千葉県入札参加者資格者名簿（測量等コンサルタント業

者名簿）から類似業務実績のある８者を選定している。 
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３ 入札保証金 

財務規則１０７条１項２号により免除されている。 

４ 入札者の人数 

８者である。 

入札参加資格について、入札参加資格者名簿に登載される要件は、千葉県報の

公告（２年に１度）に従い、登載希望者が業種ごとに定められた書類を揃えた上

で、入札参加資格申請の手続を行うこととされている。 

５ 相手方 

港湾・臨海開発等を事業内容とする株式会社であり、本店所在地は東京都であ

る。同社の資本金は１０００万円、従業員数は約４０人である。 

６ 下請負 

なし。 

７ その他－低入札価格調査制度 

自治令１６７条の１０に規定する「予定価格の制限の範囲内で最低の価格をも

って申込みをした者の当該申込みに係る価格によってはその者により当該契約の

内容に適合した履行がされないおそれがある」か否かの判断をする制度として、

「低入札価格調査制度」と「最低制限価格制度」があり、県では、測量等の委託

業務を入札に付する際、本節の契約のように予定価格が１０００万円以上の業務

では「低入札価格調査制度」を、１０００万円未満の業務では「最低制限価格制

度」を適用することになっている。低入札価格調査制度とは、あらかじめ設定さ

れた調査基準価格を下回る入札があった場合に、その入札価格で適正な履行が可

能であるか否かについて調査した上で落札者を決定する制度であり、「建設工事

等に係る委託業務の低入札価格調査試行実施要領」が適用される。低入札価格調

査対象となる、調査基準価格を下回る金額での入札があったが、対象業者が価格

調査報告書に代わる届出を提出したため、低入札価格調査を中止し、当該入札が

無効となった。また、調査基準価格の算定誤りがあり、完成後の支払手続中に過

誤が判明したものの、落札者の決定に影響を与えるものではなかった。当該事実

は報告書により庁内関係機関に報告された。 

 

第３ 契約金額 

１ 代金額 

当初の契約額は本体価格１３２９万円（税込１４３５万３２００円）である。

その後、前回の調査結果より鋼矢板の腐食が進行しているおそれがあり、現状を

確認するため、潜水調査範囲を拡大し、平成３０年３月１９日に、契約変更をし

た結果、代金額は同１４９４万７０００円（税込１６１４万２７６０円）となっ
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ている。 

２ 予定価格 

１４８３万円（税込１６０１万６４００円）である。財務規則１１０条２項に

基づき、調査対象となる施設の点検項目を積上げし、積算基準書の歩掛を用いて、

土木積算システムに入力して算出したものである。 

３ 落札率 

８９．６％である。 

 

第４ 契約書 

１ 契約書の書式 

土木設計等業務委託契約書（全５７条）のほか、特記仕様書が土木設計等業務

委託契約書に一体として綴じられている。 

２ 契約書の記載内容 

受託者の業務の具体的内容は、特記仕様書に次のとおり定められている。 

   ⑴ 現地調査 

ア 計画準備 

イ 事前協議 

ウ 詳細点検 

エ 報告書作成 

   ⑵ 港湾施設維持管理計画更新 

ア 設計計画 

イ 結果の検討 

ウ 報告書作成 

契約日は平成２９年１０月３１日、履行期限は平成３０年３月２５日である。 

 

第５ 履行の確保 

１ 契約保証金 

財務規則９９条２項３号により免除されている。 

２ 履行の監督及び確認 

⑴ 検査調書 

業務の履行後、県は検査をし、検査調書を作成している。 

⑵ 監督及び確認の方法 

検査の具体的方法及び評価項目等は、「工事成績評定表」に記載されており、施

工体制、施工状況、出来形及び出来ばえ、工事特性、創意工夫、社会性等である。 
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第６ 契約事務の進行 

本節の契約に係る事務の進行は、以下のとおりである。 

平成２９年１０月３１日 相手方から県に業務工程表が提出された。 

１１月 １日 相手方から県に着手届が提出された。 

平成３０年 ３月１９日 土木設計等業務委託変更契約が締結された。 

３月２２日 業務が完了し、業務完了通知書及び委託業務完了報

告書が県に提出された。 

３月２８日 検査が完了し、委託業務検査調書、委託業務検査結

果通知書及び委託業務認定通知書が作成された。 

委託業務成果物引渡申出書が県に提出され、成果物

が引き渡された。 

４月１１日 請求書が提出された。 

４月２７日 支払がなされた（期限内）。 

 

第２款 指摘 

第１ 契約保証金の免除 

⑴ 県は、上述のとおり、財務規則９９条２項３号を根拠に本契約の契約保証金を

免除しているが、同号適用の理由について、測量等の委託業務の入札への参加を

希望する業者は、２年に１度の県報告示に従い、必要な書類を添付した上で県に

申請を行い、審査を受け、入札参加資格者名簿に登載される必要がある。そして、

名簿登載の申請に必要な書類には、納税証明書、財務諸表、測量法５５条１項の

規定による登録証明書等などがあり、これらの審査を経て入札参加資格を得てい

ることから、名簿登載業者については、県との契約を適切に履行できる契約の相

手方として相当であるとの評価を受けているものと解釈し、落札決定時や契約締

結時に指名停止措置や倒産等の事前情報が発行されていない場合には、それをも

って同号の要件に該当すると判断している。 

⑵ しかし、入札参加資格者名簿登載時の財務状況と、契約時の財務状況が大きく

変動している可能性があり、必ずしも契約締結時において相手方に契約履行能力

があるとはいえない。よって、県は、契約締結時における相手方の契約履行能力

の有無についても具体的に調査を行うべきである。そして、財務規則９９条２項

３号の要件の具備につき、調査した結果を報告書にまとめ、資料を添付の上、記

録に残すべきである。 

 

第２ 低入札価格調査制度－調査基準価格 

相手方からの請求書の受領後、支払審査中の出納課からの指摘により、入札時
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の調査基準価格の誤り（３万２４００円）があったことが判明した。 

本件では落札者には影響するものではなかったが、入札の結果に影響を及ぼし

うるものであることから、今後はかかる誤りが発生しないように、聞き取り調査

等により算定誤りが生じた原因を調査し、再発防止策を講ずるべきである。また、

その調査結果は報告書にまとめて記録に残すべきである。 

 

第３款 意見 

第１ 契約書－個人情報特記事項 

個人情報の利用がないにもかかわらず、個人情報特記事項が契約書に規定され

ていた。個人情報の利用がない場合は、個人情報特記事項を規定する必要はない

ため、当該事項を契約書に規定しないことを要望する。 

 

第２ 低入札価格調査制度－低入札価格調査 

低入札価格調査対象があったが、「建設工事等に係る委託業務の低入札価格調査

試行実施要領」に基づいて届出がなされたため、入札を無効として事務処理を行

った。「低入札価格調査報告書の提出に代わる届出」が提出された場合は、低入札

価格調査は中止されることとされているが（建設工事等に係る委託業務の低入札

価格調査試行実施要領１０条４項）、制度運用の参考のため、担当者に聞き取りを

行うことがあることとされている（同別記第１６号の２様式）。そこで、「低入札

価格調査報告書の提出に代わる届出」を提出した理由、当該価格での入札を行っ

た理由、積算方法等について聞き取りをすることが望ましかったものと考えられ、

今後は「低入札価格調査報告書の提出に代わる届出」が提出された場合であって

も、担当者に聞き取りを行うことを要望する。 

 

第２０節 県単道路改良（幹線）委託（時曽根地区工事用道路検討） 

第１款 契約事務の内容 

第１ 契約の概要 

 １ 契約の種類  

   本節の契約は、工事用道路についての詳細設計を行う請負契約である。 

 ２ 契約の目的 

  一般国道１２６号山武東総道路二期事業は、山武市と銚子市を連結する地域高

規格道路「銚子連絡道路」の一部である横芝光町芝崎から匝瑳市横須賀までの延

長約５キロメートル区間を整備する事業である。 

本節の契約は、匝瑳市時曽根付近に施行する計画の工事用道路について詳細設

計を実施するものである。具体的には、銚子連絡道路において、周辺道路が狭隘
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なため、工事用車両の通行が困難である時曽根地区への進入路を確保するための

検討を行うものである。 

 ３ 契約の変更 

⑴ ２９年１１月３０日  

検討対象である工事用道路の大布川渡河橋梁について、匝瑳市との基本協定の

締結を結ぶ必要性があり、匝瑳市内部での調整に不足の日数を要しているための

変更である。 

  ⑵ 平成３０年３月１５日 

大布川渡河橋梁について、大利根土地改良区との設計協議を実施しているとこ

ろであるが、大利根土地改良区内部での調整に不足の日数を要しているための変

更である。 

  ⑶ 平成３０年５月２４日  

   橋梁取付道路などを整備する延長が増加したため。これは、橋梁施工時に土留

工が必要であり、当初設計で計上されていないことから新規追加するもの。まｇ

た、このため、期間も平成３０年６月２９日まで延長した。 

 

第２ 契約方法 

１ 契約方法の種類 

簡易公募型指名競争入札である。 

 簡易公募型指名競争入札は、入札への参加を希望する者の受注意欲を確認した

上で指名する一つの方法で、個別案件ごとに希望を募り、応募者の中から発注者

が技術審査基準及び建設工事指名業者選定基準に基づき指名業者を選定し、入札

を行う方法である。応募資格要件として、①入札参加者名簿の土木関係建設コン

サルタント業務に登載されている者、②過去１０年間に企業の同種または類似業

務の実績がある者、③過去１０年間に配置予定技術者の同種または類似業務の経

験のある者、④配置予定技術者の手持ち業務量が１０件未満かつ４億円未満であ

る者、⑤県内に本店がある者と設定されている。 

  対象となる委託業務は、千葉県が発注する５００万円以上で、政府調達に関す

る協定に該当する額未満の委託業務について適用するとされている（平成３０年

６月現在）。 

２ 契約方法の選択理由 

  県によれば、本節の契約は工事用道路、付帯構造物、仮設構造物と複数の詳細

設計を実施するものである。簡易公募型指名競争入札では、応募調書資料により、

指名を希望する業者の業務実績及び配置予定技術者の業務経験について、詳細に

確認できること、また、これらの資料を基に指名業者を選定することから当該契
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約に適した方式と判断したことから選択している。 

３ 入札保証金 

  財務規則１０７条１項に従い免除されている。 

４ 入札者の人数 

入札した業者は４者である。 

 ５ 相手方 

   相手方は、千葉市内に本店所在地を置く、資本金１４００万円の株式会社であ

る。 

 ６ 下請負 

   下請負はない。 

 

第３ 契約金額 

 １ 代金額 

 代金５８０万円、消費税４６万４０００円、合計６２６万４０００円である。 

 ２ 予定価格 

  ６５６万６４００円（税込）である。 

３ 落札価格 

９５．３９％である。 

 

第４ 契約書 

  １ 契約書の書式 

「土木設計等業務委託契約書」が作成されている。 

土木設計等業務設計委託契約書には、５７条からなる約款、「個人情報取扱特記

事項」、「データ保護及び管理に関する特記仕様書」、「総括情報表」、「業務数量総

括表（公示用）」、「業務数量総括表」、「特記仕様書」、「平面図」が付され、ともに

綴られ、割印が付されている。 

  ２ 契約書の記載内容 

    契約書（土木設計等業務委託契約書）には、委託業務名、履行期間、業務委託

料、契約保証金が記載され、詳細は、５７条からなる約款に定められている。 

    具体的な業務内容については、特記仕様書に定めがあり、本契約では、「道路設

計関係その他設計」、「仮構造物設計」、「一般構造物設計」の箇所に記載されてい

る。 

 

第５ 履行の確保 

  １ 契約保証金 
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本契約にかかる契約保証金は免除されている。免除の根拠は、財務規則９９条

２項３号とされている。同号は、「令１６７条の５及び１６７条の１１に規定する

資格を有する者と契約を締結する場合において、その者が過去２年間に県、国（公

社及び公団を含む。）又は他の地方公共団体と種類及び規模をほぼ同じくする契約

を数回以上にわたつて締結し、これらをすべて誠実に履行し、かつ、契約を履行

しないこととなるおそれがないと認められるとき」に契約を免除するとされてい

る。 

 ２ 履行の監督及び確認 

⑴  検査調書 

本件は平成３０年６月２９日に委託業務が完成し、同日付業務完了通知書が相

手方から県に提出されている。県はこれを受けて、同日に委託業務検査実施通知

書を相手方に対し発し、平成３０年７月５日付け委託業務検査調書完成調書を作

成している。 

⑵  監督及び確認の方法 

業務の監督については、業務計画書の受理、月１回の履行報告の確認、打合わ

せ等を定期的に行っている。 

 

第６ 契約事務の進行 

    平成２９年 ６月１６日 決裁（工事（調査・設計・測量）を執行する旨） 

       ６月２３日 公表 

       ７月１９日 指名業者推薦書 

          ７月２０日 指名通知 

          ８月 １日 開札 

          ８月 ２日 契約締結 

         １１月３０日 納期変更平成３０年３月２０日まで 

    平成３０年 ３月１５日 土木設計等業務委託変更契約書 

              納期変更平成３０年５月３１日まで 

          ５月２４日 土木設計等業務委託変更契約書 

                契約金額について１１７万３９６０円の増額 

                平成３０年６月２９日まで延長 

           ６月２９日 業務完了通知書 

                 委託業務検査実施通知書 

           ７月 ５日 委託業務検査調書 
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第２款 指摘 

  第１ 契約保証金 

本節の契約に先立つ入札は、平成２９年６月１６日に工事に付する決裁がなさ

れている。しかしながら、この決裁に関する伺い書を確認すると、契約保証金に

ついては「財務規則９９条２項３号により免除。」とされていた。ここで本節の契

約について行われる簡易公募型指名競争入札における指名業者は平成２９年７月

１９日にその推薦書が作成されている。したがって、具体的な入札者が決定され

ていない段階で、財務規則９９条２項３号に該当するとして、契約保証金を免除

するとされている。財務規則９９条２項３号は、履行をしないおそれが認められ

ない場合に、履行をしない場合の損害賠償を担保する性質を有する契約保証金を

免除する趣旨の規定であることから、具体的な落札者が決定した段階で、その履

行実績、能力を調査して、その該当性が判断されなければならない。 

 

第３款 意見 

  第１ 応募者の人数 

県の当初の見込みでは、応募者予定数は１０者であった。しかしながら、実際

には４者からの応募しかなかった。結論としての応募者数の多寡については、県

が左右出来るものではないものの、応募総数が少なかったことについては、競争

原理を働かせるためには検討がなされるべきであるが、そのような検討すること

が望ましい。 

   

第２１節 （仮称）佐津間県営住宅基本設計業務委託（平成２９年度） 

第１款 契約事務の内容 

第１ 契約の概要 

１ 契約の種類 

本節の契約は、県営住宅の設計業務を委託する請負契約である。 

２ 契約の目的 

佐津間県営住宅用地は、平成１４年に県営住宅を建設する計画で、千葉県が用

地を取得したものである。鎌ケ谷市の北側、柏市との市境付近に位置し、敷地西

側は戸建住宅地、東側は河川で 閑静な立地となっている。 

平成３０年度に（仮称）佐津間県営住宅（公営住宅８６戸）の新築に伴い、これ

に係る基本設計業務を委託するものである。 

３ 契約の変更 

   契約変更はない。 
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第２ 契約方法 

  １ 契約方法の種類 

⑴ 契約方法は、指名競争入札（簡易公募型）である。 

簡易公募型指名競争入札は、入札への参加を希望する者の受注意欲を確認した

上で指名する一つの方法で、個別案件ごとに希望を募り、応募者の中から発注者

が技術審査基準及び建設工事指名業者選定基準に基づき指名業者を選定し、入札

を行う方法である。 

⑵ 入札の応募資格は、①千葉県建設工事等入札参加業者資格者名簿の建築関係建

設コンサルタント業務に登載されている者の内、千葉県建設工事請負業者等指名

停止措置要領に基づく指名停止措置を、本委託業務の応募調書の提出期限日から

本委託業務の開札までの間、受けていない者、②公表日より過去１０年間に、配

置予定技術者が元請けとして鉄筋コンクリート造、鉄骨鉄筋コンクリート造また

は鉄骨造で、１棟の延べ面積が９００㎡以上の建築物の新築、増築又は改築に係

る基本設計又は実施設計業務の経験のある者、③配置予定技術者の公表日現在の

手持ち業務量が１０件未満かつ４億円未満である者、④県内に本店がある者、⑤

建築士法２３条の規定による一級建築士事務所の登録を受けている者、⑥配置予

定技術者が建築士法５条の規定による一級建築士の登録を受けている者、とされ

ている。大規模な建築物の設計業務において、能力及び実績を持った業者を選定

することにより、公共工事の品質確保を図るため、上記の要件を設けている。 

２ 契約方法の選択理由 

   大規模建築物の設計業務において、能力及び実績を持った業者を選出すること

により公共工事の品質を図るために簡易公募型の指名競争入札が選択された。 

３ 入札保証金 

   財務規則１０７条１項２号の規定により免除されている。 

４ 入札者の人数 

   入札者は９者である。内１者が審査の結果、失格となっている。 

５ 相手方 

契約の相手方は、千葉県鎌ケ谷市を本店所在地とする設計などを事業内容とす

る会社で、資本金は１０００万円である。 

６ 下請負 

下請けは３者である。 

 

第３ 契約金額 

  １ 代金額 

代金額は、本体代金９３９万円、消費税７５万１２００円、合計１０１４万  
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１２００円である。 

２ 予定価格 

予定価格は、１３１９万７６００円である。 

３ 落札率 

   落札率は７６．８％である。 

 

第４ 契約書 

１ 契約書の書式 

契約書には、５７条からなる条項とともに「建築士法２２条の３の３に定める

記載事項」、「千葉県公共建築設計業務委託共通仕様書（平成２４年版）」、「千葉県

公共建築設計業務委託特記仕様書（基本設計）（平成２９年１月版）」、「県有施設

（建築物）グリーン化の推進」、「公共事業における環境影響の低減」、「業務委託

発注に関する説明事項書」が一体として添付されている。 

２ 契約書の記載内容 

契約内容として、①委託業務名、②履行期間、③業務委託料、④契約保証金、

⑤建築士法２２条の３の３に定める記載事項が記載され、詳細は、５７条（ただ

し、厳密には一部削除されている。）が記載されている約款に定められている。 

  

第５ 履行の確保 

  １ 契約保証金 

契約保証金は財務規則９９条２項３号の規定により免除されている 

  ２ 履行の監督及び確認 

⑴ 検査調書 

   平成３０年３月２６日付けで、相手方からは県に対して、成果物引渡申出書が

提出され、県は委託業務検査調書を作成している。 

⑵ 監督及び確認の方法 

    適宜、相手方との間で打合せを行い、打合せ議事録を作成し、進行状況を確認

している。 

 

第６ 契約事務の進行 

本節の契約に係る事務の進行は、以下のとおりである。 

平成２９年 ７月２４日 業務委託の執行伺い 

           ９月 ７日 指名業者の選定 

１０月 ２日 建設設計業務委託契約書 

              重要事項説明書 
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平成２９年１０月 ３日 管理技術者通知書 

１０月 ３日 業務着手届（業務工程表） 

平成３０年 ３月１６日 業務完了通知書 

       ３月２６日 委託業務検査調書 

       ３月２６日 成果物引き渡し申出書 

       ４月１０日 請求書（４．１０受領印） 

       ４月１３日 支出伝票 起票 

 

第２款 指摘 

    指摘はない。 

 

第３款 意見 

第１ 請求書の日付について 

    本節の契約においては、相手方からの代金請求書の日付が空欄となっていた。 

    契約書上、県の支払は、請求があった日から３０日以内とされており、これを

過ぎると債務不履行となり、遅延損害金が発生しうる。そのため、請求があった

日が３０日の経過の有無を判断する重要な起算点となるが、係る重要な事実が不

明となることから、日付を記載させて提出させることが望ましい。 

 

第２ 下請負 

    本節の契約は、公共工事ではなく、公共工事の品質確保の促進に関する法律の

直接の適用はないものの、下請の代金額やその業務の適正が確保されなければな

らないのは当然である。成果物に対する品質確保やその将来的な担い手の確保の

観点からは、下請に対する監督を行うことも望ましく、契約書やその担当箇所を

把握し適切な下請契約が行われることが望ましい。 

 

第３章 随意契約 

第２２節 新都市ビル西側外壁網設置工事 

第１款 契約事務の内容 

第１ 契約の概要 

   １ 契約の種類 

本節の契約は、新都市ビルの西側外壁に網の設置工事を実施するための請負契

約である。 
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２ 契約の目的 

⑴ 新都市ビルは、昭和４８年から県営駐車場及び事務室として供用してきたが、

建物の老朽化により、平成２６年には、同ビルの屋上で塔屋外壁から剥離・落下

したモルタルなどが散見されたほか、西側開口部周囲でモルタル剥離や、同開口

部内側の天井パネルで一部脱落のおそれが認められ、その都度修繕工事等を行っ

ていた。 

⑵ 同ビルは、平成２７年３月末に駐車場利用者が減少したことや、建物の老朽化

が進んだことから供用を廃止し、同年４月からは職員等が常駐しない施設となっ

た。同ビルは、今後、ますます劣化が進み、外壁モルタルや天井パネルが脱落す

るおそれがあること、公道に面し通行人の往来が多いことから、事故への未然防

止のため、また、ビル西側開口部からカラスや鳩などの侵入を防止するため、西

側外壁網設置工事を行うこととした 

 ３ 契約の変更 

   契約の変更はない。 

 

第２ 契約方法 

     １ 契約方法の種類 

契約の方式は、随意契約である。 

   ２ 契約方法の選択理由 

随意契約を選択した根拠法令は、自治令１６７条の２第１項５号である。 

     契約の内容は、当該建物の外壁に網を設置するための請負工事であり、剥離し

た外壁による事故を未然に防止する必要性があることから、同種工事の実績があ

り、かつ、当該建物を熟知し、早急に対応できる業者を選定するために、同号が

根拠とされている。 

 ３ 契約の相手方 

   契約の相手方は、千葉市内の株式会社である。 

 ４ 下請負 

   下請けは、１者である。 

 ５ 見積合わせ 

   契約の相手方から見積りの提供を受けている。 

 

第３ 契約金額 

１ 代金額 

代金額は、代金１２８５万円で、消費税が１０２万８０００円、合計１３８７

万８０００円である。 
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２ 予定価格 

予定価格は１４０５万８００円である。 

   ３ 予定価格と契約金額の比率 

比率は９８．８０％である。 

    

第４ 契約書 

   １ 契約書の書式 

     契約書は「建設工事請負契約書」の名称で締結されている。 

建設工事請負契約書は、契約条項が記載された「契約書」に、５９条が記載さ

れる約款（ただし、一部不要な箇所については削除されている）、封筒内に仕様書、

設計図などが割印により一体とされて、ともに綴られている 

   ２ 契約書の記載内容 

契約書には、契約内容として、①工事名、②工事場所、③工期、④請負代金額

等が記載され、別紙として、詳細は５９条が記載されている約款が定められてい

る。なお、約款は、適宜不要な部分について削除されている。 

 

第５ 履行の確保 

 １ 契約保証金 

契約保証金は１３８万８７００円である。 

 ２ 履行の監督及び確認 

⑴ 検査調書 

   平成２９年１２月１日付けで工事検査調書を作成している。工事検査調書その

ものについては、発注年度、事業名、工事名など形式面のみの記載がなされてい

る。 

⑵ 監督及び確認の方法 

   定期的に打合せをし、適宜監督を行っている。この際に、議事録も作成してい

る。 

 

第６ 契約事務の進行 

     平成２９年 ７月２６日 工事内訳書作成 設計者総務部管財課副主査 

           ７月２８日 執行伺・決裁 

           ８月 ２日 執行伺・決裁（見積り徴する旨） 

随意契約協議（報告）書  

依頼書を１者宛送付（回答期限８月１８日）。 

                 随契予定２者の内１者辞退 
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     平成２９年 ８月１７日 見積受領 

           ８月２３日 建設工事請負契約書 

           ８月２４日 監督職員選任通知書 

          １０月 ３日 前払金請求書 

          １１月２０日 工事完成通知書 

          １１月２１日 工事検査実施通知書 

          １２月 １日 工事検査結果通知書 

          １２月 ８日 請求書 

  

 第２款 指摘 

  第１ 見積合わせ 

   財務規則１１６条の２第１項は「契約担当者は、随意契約によろうとするとき

は、原則として二人以上の者（当該契約の予定価格が十万円未満であるときは、

一人又は二人以上とする。）から見積書を徴さなければならない。ただし、郵便

切手、郵便葉書その他法令等によつて価格の定められている物品を購入するとき、

又は契約の目的若しくは性質により相手方が特定される等見積書を徴しがたい

と きは、見積書を徴さないことができる。」とされている。 

   したがって、本件では、二人以上の者の見積りが必要とされる。しかしながら、

県は、平成２９年８月というお盆休みが当然想定される時期に見積依頼書を送付

している。そのため、送付を予定していた２者の内、１者からは、事前の打診の

段階で夏季休業の関係で期限内に見積りを作成することが不可能との回答があり、

１者のみの見積りとなっている。 

   係る理由については、財務規則１１６条の２第１項ただし書の要件を満たすも

のではなく、見積書を徴求すべきである。 

     

第３款 意見 

第１ 随意契約の選択 

１ 本工事の実施に際して、平成２９年８月１８日を期限として、８月２日付けで

見積依頼書を送付し、内１者との間で、随意契約により契約を締結している。随

意契約を行うにあたっては、自治令上、緊急性などの事情が必要となる。係る緊

急性の判断については、「本工事実施にあたり、平成２７年度、平成２８年度及

び平成２９年度に合計５回入札を行ったが、いずれも不調であった。こうした中

で、平成２９年度には、西側外壁のモルタル片が植え込みに落下していることが

確認された。同ビルは公道に面しており、通行人の往来も多いことから、事故の

未然防止のため早急に実施する必要があると判断し、自治令１６７条の２第５号
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の規定により随意契約とした。」とのことである。 

２ しかしながら、モルタル片の剥離は平成２６年度中に既に認められていた。そ

の上で、県は、平成２９年８月というお盆休みが当然想定される時期に見積依頼

書を送付している。そのため、送付を予定していた２者の内、１者からは、事前

の打診の段階で夏季休業の関係で期限内に見積りを作成することが不可能との回

答があり、１者のみの見積りとなっている。この点については、入札時期につい

て検討の上、早期の見積依頼の送付は可能であったと思われる。 

３ したがって、剥離が発覚していた時期からすれば、緊急性の要件を満たしてい

ることが疑問であることから、不落随契（自治令１６７条の２第１項８号、９号・

入札を行ったが、落札者、入札者がいない場合に随意契約を用いること）が検討

されるべきであった。  

 

第２３節 平成２９年度幕張メッセ施設整備機械設備工事 

（国際展示場エスカレーター改修） 

第１款 契約事務の内容 

第１ 契約の概要 

１ 契約の種類 

千葉市美浜区所在の幕張メッセ国際展示場（構造・規模 鉄筋コンクリート造

及び鉄骨造３階建 延べ面積９万９２４２㎡）内に設置されている展示場のエス

カレーターの改修工事であり請負契約である。 

２ 契約の目的 

長期間にわたって使用を継続されていた同エスカレーターの改修を行い、老朽

化対策を図るものである。 

３ 契約の変更 

契約の変更はない。 

 

第２ 契約方法 

１ 契約方法の種類 

契約方法は、随意契約である。 

 ２ 契約方法の選択理由 

根拠法令は自治令１６７条の２第１項２号であり、「その性質又は目的が競争入

札に適しない」契約にあたることにある。 

     県はその理由として、「本工事は、製造者独自の方式の設備を改修し、老朽化対

策を図るものであり、既設との取り合い上、既設製造者の製品を使用し、そのノ

ウハウに基づいた施工と機能確認が必要である。設備全体の機能と安全性を確保
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できるのは、当該昇降機を設置し、熟知している製造者である相手方のみである。

ついては、その性質又は目的が競争入札に適さないものであることから、自治令

１６７条の２第１項２号の規程により、随意契約することとしたい。」としてい

る。 

３ 相手方 

相手方は、千葉市内に支店をもつ株式会社である。 

工種は、機械器具設置工事であり、その入札参加資格者名簿に登載されている

者の人数は、Ａ等級が３０４者、Ｂ等級が９３者、Ｃ等級が６３者である。 

４ 下請負 

一次下請１者の下請負がある。 

５ 見積合わせ 

見積書は、契約の相手方からのみ徴取している（財務規則１１６条の２第１項

ただし書）。 

 

第３ 契約金額 

 １ 代金額 

代金額は２億３１５５万２０００円（税込）である。 

   ２ 予定価格 

予定価格は２億４６２４万円（税込）である。 

   ３ 予定価格と契約金額との比率 

予定価格と契約金額との比率は９４．０４％である。 

 

第４ 契約書 

  １ 契約書の書式 

契約書は表題部及び５９条の約款からなる。 

    その他に、建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律１３条に基づく書面

が添付されている。 

    仕様書及び設計図等の設計図書は、別冊になっていて、割印されていない。 

  ２ 契約書の記載内容 

契約の内容は以下のとおりである。 

    工事場所：千葉市美浜区中瀬 

工期：平成２９年６月２８日から平成３０年９月２８日まで 

解体工事に要する費用等：建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律（平

成１２年法律１０４号）１３条１項に基づく解体工事の費用等の記載ついては、

別添様式２のとおりとする。 
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第５ 履行の確保 

１ 契約保証金 

契約保証金は２３１５万５２００円である。 

２ 履行の監督及び確認 

  ⑴ 検査調書及び工事成績評定表 

検査調書及び工事成績評定表は作成されている。   

⑵ 監督及び確認の方法 

本件工事は平成２９年６月２８日に着工し、平成３０年９月２０日に工事完成

通知が相手方から県に提出されている。県はこれを受けて、９月２６日に完成検

査を実施し、９月２８日に引渡しを受けた上で、平成３０年１０月１６日付で代

金を支払っている。 

 

  第６ 契約事務の進行 

    平成２９年６月 ７日 指名業者選定審査会県土整備部会会議 

         ６月２２日 見積書 ２億１４４０万円（税抜） 

６月２７日 支出負担行為伝票起票  ５７８８万８０００円 

                            （平成２９年分） 

               債務負担行為伝票起票 １億７３６６万４０００円 

                                                    （平成３０年分） 

６月２７日 建設工事請負契約 

６月２８日 主任技術者等選任通知 

６月２８日 着工  

         ７月 ６日 前払請求書 ２３１５万円 

平成３０年３月２９日 指定部分に係る工事完成通知書 

３月３０日 出来形調書 

３月３０日 工事検査 

３月３０日 工事検査結果通知 

３月３０日 工事目的物引渡 

４月 １日 支出負担行為伝票起票 １億７３６６万４０００円 

４月 ５日 請求書 ３４７３万８０００円 

４月１１日 支出伝票 支出命令額 ３４７３万８０００円 

         ９月２０日 工事完成通知 

         ９月２６日 工事検査 

         ９月２８日 工事目的物引渡 

        １０月 １日 請負代金請求 １億７３６６万４０００円 
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平成３０年１０月 ４日  支出伝票起票 

        １０月１６日  支払日 

 

第２款 指摘 

  第１ 契約書 

   １ 契約書の指摘の内容は、第１節と同じである。すなわち、契約書に、５９条の

条項が記載された約款が綴られているが、この約款に定めた条項が本節の契約の

内容となることは、「別添の条項によって」と記載されるに止まり、「別添の条項」

を特定する記載はなされていない。他方、約款の１条では、「この約款（契約書を

含む。）」と記載されるに止まり、「契約書」を特定する記載はなされていない。そ

して、工事の具体的内容を定める設計図書については、「設計図書（別冊の図面、

仕様書、現場説明書及び現場説明に対する質問回答書という。以下同じ）」と記載

されるに止まり、別冊の図面等を特定する記載はなされていない。 

２ よって、これを特定することができるようにするため、設計図書に記載されて

いる建設工事を契約の内容とする書式に改定すべきである。その例として、以下

の二つの方法が考えられる。 

⑴ それぞれ標題を記載し、契約書の条項に、それらの標題が記載された設計図書

の記載内容が契約の内容になることを、例えば、「甲は乙に対し、別紙「○○仕様

書」、「○○設計図」及び「○○説明書」に記載された建設工事を発注し、乙はこ

れを受注した。」等と簡潔に記載し、それらの設計図書を契約書の一体文書として

綴り、通しの頁番号を記載する方法。 

⑵ 設計図書に表紙を付けて、その表紙に、例えば「設備改修工事契約書の設計図

書の合意書」等と題名を記載し、その設計図書が設備改修工事契約書の設計図書

であることを確認した旨の記述をし、作成日付も記載して、当事者がそれぞれ記

名押印して設計図書も契約書として作成し、他方、設備改修工事契約書には、例

えば「甲は乙に対し、○年○月○日付けにて甲と乙が作成した「設備改修工事契

約書の設計図書の合意書」に記載された建設工事を発注し、乙はこれを受注した。」

等と記載する方法。 

 

第２ 見積合わせ 

     エスカレーターの業者は多数居ること、予定価格が高額であることから、外の

同業者からも見積書を徴取すべきである。 

 

第３款 意見 

   意見はない。 


